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はじめに 
 

FLECフォーラムは、すべての子どもたちに家庭での生活を（Family Life for Every Child: FLEC）

という思いをこめて、社会的養護とその関連分野にさまざまな立場で携わる関係者が集い、相互の

ネットワークの構築・強化を図るとともに、実効性のある施策について意見を交わすことを目的に、

全国家庭養護推進ネットワークとして、これまで毎年1月～2月に年1回実施してまいりましたが、

今回、はじめての試みとして、緊急シンポジウムを実施することにいたしました。 

来年（令和 4年）は、児童福祉法改正が予定されており、現在、厚生労働省の社会保障審議会児

童部会社会的養育専門委員会では、改正に向けた議論が進められています。 

私たち全国家庭養護推進ネットワークとしては、今回の見直しの検討が、地域全体で支えられた

家庭での養育を、より多くの子どもたちに保障することにつながることを切に願ってやみません。 

そこで今回、児童福祉法改正を展望して、特に社会的養護と子育て家庭支援をつなぐ施策に焦点

を当てた緊急シンポジウムを企画しました。現場でそうした活動に先駆的に取り組んでいる民間機

関に取組事例の報告をしていただき、課題を明らかにして、すべての子どもたちのための実践的な

制度の在り方を検討、議論することを目的として開催したものです。 

おかげさまで、登壇者も含めると約３００名の参加を得、家庭支援と社会的養護の連携と協働に

向けて、どのような課題があり、制度改正においてどのような施策が必要か等につき、活発な議論

が行われました。関わってくださったすべての皆様に感謝申し上げます。 

今回のフォーラムでの議論を踏まえ、全国家庭養護推進ネットワーク幹事会として、あらためて

厚生労働省へ要望書を提出いたします。 

また、2022年 1月 29日・30日には、第 4回 FLECフォーラムも予定しておりますので、準備

をすすめてまいります。 

本年は、次の社会的養護に関する制度改正に向けて準備する重要な年になると考えます。私たち

は、そうした制度改正への対応などを念頭に置いて活動しつつ、さらなる皆様とのネットワークを

構築しながら、皆様とともに、すべての子どもたちの幸せを願いつつ、その役割を果たしてまいり

たいと思います。 

このネットワークとフォーラムが、わが国のすべての子どもたちの未来を切り拓く一助となるこ

とを切に願っております。 

令和３年７月 28日 

全国家庭養護推進ネットワーク 
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FLECフォーラムとは 

すべての子どもたちに家庭での生活を（Family Life for Every Child: FLEC）とい
う思いをこめて、家庭養護とその関連分野にさまざまな立場で携わる関係者が集い、
相互のネットワークの構築・強化を図るとともに、実効性のある施策について意見を
交わすことを目的に、FLECフォーラムを開催します。 

全国家庭養護推進ネットワークとは 

家庭養護とその関連分野の関係者相互のネットワークの構築・強化を図るととも
に、実効性のある施策について、志ある方々が、それぞれの主体間の垣根や主義主張
の相違を超え、横断的に交流、討議するプラットフォームとして設立いたします。 

厚生労働省では、平成２８年の改正児童福祉法に基づき、同改正法施行後５年目の

見直しの検討が行われており、この４月より社会保障審議会の社会的養護専門委員会

において議論が進められています。 

私たち全国家庭養護推進ネットワークとしては、本年１月９～１１日に開催した

FLECフォーラムでの議論も踏まえ、今回の見直しの検討が、地域全体で支えられた家

庭での養育を、より多くの子どもたちに保障することにつながることを切に願ってや

みません。 

そこで今回、児童福祉法改正を展望して、特に社会的養護と子育て家庭支援をつな

ぐ施策に焦点を当てた緊急シンポジウムを企画しました。現場でそうした活動に先駆

的に取り組んでいる民間機関に取組事例報告をしていただき、課題を明らかにして、

すべての子どものための実践的な制度の在り方を検討、議論したいと考えています。 

家庭養護の推進に興味・関心のある方はどなたでもご参加ください。 

開催趣旨 
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共同代表・幹事・設立発起人・事務局 

  

共同代表 

潮谷  義子（社会福祉法人慈愛園理事長、前熊本県知事）  

柏女  霊峰（淑徳大学総合福祉学部教授） 

相澤   仁（大分大学福祉健康科学部教授） 

 

幹事  

相澤  仁（大分大学福祉健康科学部 教授） 

新井 淳子（一般社団法人 こどもみらい横浜会長） 

柏女 霊峰（淑徳大学総合福祉学部 教授） 

上鹿渡和宏（早稲田大学人間科学部 教授、早稲田大学社会的養育研究所 所長） 

北川 聡子（むぎのこ児童発達支援センター センター長、日本ファミリーホーム協議会 会長） 

潮谷 義子（社会福祉法人 慈愛園理事長、前熊本県知事） 

長田 淳子（二葉乳児院 副施設長・フォスタリングチーム統括責任者） 

都留 和光（二葉乳児院 施設長） 

橋本 達昌（全国児童家庭支援センター協議会 会長） 

藤井 康弘（東京養育家庭の会参与、元厚生労働省障害保健福祉部長） ※代表幹事 

前川 知洋（日本ファミリーホーム協議会 副会長） 

宮田 俊男（医療法人社団 DEN 理事長、早稲田大学理工学術院先進理工学研究科教授） 

ロング朋子（一般社団法人 ベアホープ 代表理事） 

 

設立発起人 ※設立発起人の肩書は設立当時（2019年 2月当時） 

相澤  仁（大分大学福祉健康科学部 教授）          

猪飼 周平（一橋大学大学院社会学研究科 教授）        

市川  亨（共同通信編集局生活報道部 次長） 

大谷 泰夫（日本保育協会理事長、元厚生労働審議官）       

奥山眞紀子（国立成育医療研究センターこころの診療部 統括部長）   

大日向雅美（恵泉女学園大学 学長）          

影山   秀人（影山法律事務所 弁護士）     

柏女 霊峰（淑徳大学総合福祉学部 教授）   

上鹿渡和宏（長野大学社会福祉学部 教授） 
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共同代表・幹事・設立発起人・事務局 

 

 

 

 

唐澤   剛 （元厚生労働省家庭福祉課長、元内閣官房地方創生総括官） 

木下 勝之（日本産婦人科医会 会長） 

榊原 智子（読売新聞東京本社 調査研究本部 主任研究員） 

笹川 陽平（公益財団法人 日本財団 会長）            

潮谷 義子（社会福祉法人 慈愛園 理事長、前熊本県知事）    

澁谷 昌史（関東学院大学社会学部 教授）  

土井 香苗（ヒューマン・ライツ・ウォッチ 日本代表）        

永松  悟（大分県杵築市長）                

西澤  哲（山梨県立大学人間福祉学部 教授）         

西島 善久（公益社団法人 日本社会福祉士会 会長） 

西田 陽光（一般社団法人 次世代社会研究機構 代表理事） 

野澤 和弘（毎日新聞 論説委員）    

林  浩康（日本女子大学人間社会学部 教授） 

板東久美子（日本司法支援センター 理事長）         

福井トシ子（公益社団法人日本看護協会 会長）    

藤井 康弘（元厚生労働省障害保健福祉部長）   

宮島  清（日本社会事業大学専門職大学院 教授）  

宮田 俊男（大阪大学産学共創本部特任 教授、医療法人社団 DEN 理事長） 

村木 厚子（元厚生労働事務次官）    

村瀬嘉代子（一般財団法人 日本心理研修センター 理事長）      

山縣 文治（関西大学人間健康学部 教授） 

山本 詩子（公益社団法人 日本助産師会 会長）           

横倉 義武（公益社団法人 日本医師会 会長）   

横堀 昌子（青山学院女子短期大学子ども学科 教授）      

米山  明（心身障害児総合医療療育センター外来療育部長）   

 

事務局 

一般社団法人共生社会推進プラットフォーム 

理事長 藤井 康弘 

事務局一同 
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開催概要 

 

 

 

 

〇日 時：2021年 7月 3日 （土）  13:30～17:30 

〇方 法：オンライン開催（Zoomウェビナー）＋事後動画配信 

〇主 催：全国家庭養護推進ネットワーク    

〇助 成：日本財団 

〇対 象：家庭養護の推進に興味・関心のある方はどなたでも 

〇参加人数：348名（登壇者、招待、事務局等含む） 一般参加者 287名 

〇当日のリアルタイム参加者：約 300名 
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代表挨拶 

 

潮谷 義子 
（共同代表／社会福祉法人慈愛 

園理事長、前熊本県知事） 
 

 

 
皆様こんにちは、本日の緊急シンポを開催するにあたり

まして、基調講演、そして事例発表、ディスカッション、

それぞれお役割を担ってくださいます皆様方に感謝を申

し上げます。 

更には日本財団の支援を頂戴いたしまして、この会を開

催することができましたことにも御礼を申し上げたいと

思います。 

今回のこの緊急シンポジウムの意味、それはもう既にチ

ラシのほうでも皆様方にお知らせしておりますのでご存

知のはずですから、改めて触れる必要はないかもしれませ

ん。 

ご承知の通り、2016年に子どもの権利条約を受けて改

正児童福祉法が制定され、5年後に見直しをするというこ

とが付帯事項としてあり、既に国におきましてはこの検討

会に入っているところでございます。 

この児童福祉法改正の中で、ただいま子どもの権利条約

を受けてと申しましたが、第 3 条の 2 項の原則の中に、

家族の維持、それから家庭優先の原則、これが法律上に明

記をされたところでございます。 

現場を預かっておりますと、確かに法律には明記をされ

ましたが、法と法との間の隙間から零れ落ちている方々の

支援になかなか着手することの難しさや、或いは今子ども

たちが育っている基盤そのものが大変脆弱化していって

いるという姿があり、心を悩ますことが多くございます。 

そういったことを考えて参りました時に、どうしても今

回の改正児童福祉法の中では、子どもが育つ家庭基盤のバ

ックアップ体制、支援体制をしっかりとしたものにしてい

くということは、欠いてはならない課題だろうと考えてい

るところでございます。 

しかし、全国的に見て参りますと、大変先進的な形で、

子ども、家庭に対しての処遇事例がありますので、私たち

は今回それを共有する中で学んでいきたい、またそのこと

を国に対しても、改正の中に意を汲んでいただきたい、そ

ういう思いがございまして、緊急シンポを開催させていた

だいたところでございます。 

冒頭のご挨拶で、皆様に是非そうした事例を共有してい

ただきたい、そして聞きっぱなしではなくて、それぞれの

ところの中で先進性を学ぶ、そういうような姿が出てくる

ことを心から願っているところでございます。 

以上で、開会にあたりましての私のご挨拶とさせていた

だきます、よろしくお願いいたします。
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基調講演 

  

 

柏女 霊峰 
（共同代表／淑徳大学総合福祉学部教授） 

 

 

 

 
皆さんこんにちは。 

このフォーラムにご参加をいただき、本当にありがとう

ございました。 

今ほど潮谷のほうからご挨拶がありましたように、この

緊急シンポについては、今第 4回目の FLECフォーラムを

私たちは検討中ですけれども、その前段階として法改正を

睨みながら、このテーマを緊急に議論しておく必要がある

という判断でこのシンポジウムを持たせていただくこと

にいたしました。 

私がこれから務めさせていただく基調講演では、「社会

的養護と家庭支援をつなぐ」というテーマについて、政策

全体、或いは実践を含めて俯瞰し、その動向と課題、その

克服のための論点について、私の個人的な考えも含めて提

示していきたいと考えております。 

まず、テーマです。 

「社会的養護と家庭支援をつなぐ」ということですが、

社会的養護という用語がいつ頃から使われるようになっ

たのか、そこからまず考えておきたいと思います。 

言うまでもなく社会的養護とは、家庭環境に恵まれない

子どもたちに用意された公的代替養育のシステムで、昔は

児童養護と呼ばれていたものですが、60年代ぐらいから、

社会との繋がりを大切にする必要があるということで、研

究者を中心に社会的養護という言葉が使われはじめ、

1990 年代、平成期になって普及して、政策的には 2003

年、平成 15年の社会的養護専門委員会の立ち上げで、社

会的養護という言葉が政策的に取り上げられているとい

う経緯になっております。 

一方家庭支援という言葉ですが、これは厚労省で使われ

るのが平成期に入ってからになります。 

平成元年、1989年、家庭支援相談体制を確立するとい

うようなことが政策テーマになっていまして、いわば子育

ての孤立化に伴って、子どもが生まれ育つ基盤としての家

庭を支援することが大事なのではないかということで、構

成された政策概念ということになります。 

この家庭支援という概念、現在はいわばハイリスク家庭

を支援する仕組みの意味で使われることになっておりま

して、社会的養護と家庭支援を合わせて、社会的養育とい

う概念で今括っていっている状況ではないかと思います。 

従って、ここでは家庭支援についてはハイリスク家庭の

意味で使わせていただきたいと思っています。 

先ほど潮谷のほうからお話がありましたが、2016年改

正児童福祉法によって、子ども家庭福祉における、親、子、

公、社会の関係は、そこにある図のように示されるように

整理が為されるかと思います。 

ここでは 3 つの子ども子育て支援の様相が提示されま

す。 

ひとつはこの点線の中の、いわば狭義の子育て支援であ

って、地域子育て家庭支援です。 

公的責任と社会連帯の理念による私的養育の支援がこ

の点線の中ということになるかと思います。 

2つ目は、この右側から左側に繋ぐ子ども虐待防止、そ

して左側の世界で展開される公的代替養育、これは社会的

養護ですけれども、この中で行われる支援が 2 つ目にな

るかと思います。 
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基調講演 

そして 3 つ目の支援は、この左側の世界から右側の世

界に再び戻っていく、つまり家族再統合であったり、特別

養子縁組の成立だったり、そうした 3 つの視点が考えら

れると思います。 

この 3つについての近年の制度ですけれども、(2)をご

覧いただきますと、まず 1 番目では 2015 年子ども子育

て支援制度が創設され、第 2 期が計画進行中ということ

になります。 

また左側の社会的養護の世界では、2021年社会的養育

推進計画による社会的養育ビジョンが全国展開されると

いうことになります。 

3つ目は家族再統合の法定化、これは 2016年の改正児

童福祉法で法定化されております。 

また、特別養子縁組制度の改革や、縁組支援事業の創設

などが展開されています。 

一方で、地域子育て家庭支援と社会的養護、これを繋ぐ

システムの弱さも指摘されてきております。 

それぞれの制度の進展を簡単にまとめてみようと思い

ます。 

地域子育て家庭支援の進展については、まず 2015年度

から子ども子育て支援制度が創設され、2つ目のポツです

けれども、それらの中核機関として分野ごとに 4 種の拠

点が整備され、全国展開されつつあるということです。 

そして要対協の強化が為され、市町村、地域子育て家庭

支援から児童相談所への繋ぎのツール、189 ですとか、

送致・援助依頼といった制度が創設され、強化されてきて

います。 

次に児童虐待対応、公的代替養育の進展です。 

これは最初のポツにありますように、児童相談所を中心

とする体制の強化が行われ、且つ法的介入や司法介入の強

化も進められ、児童相談所への弁護士の配置も進められて

います。 

また、2011年に家庭養護優先の原則が規定され、そし

て 2016年にそれが法定化されるなど、公的代替養育に関

する家庭養護、家庭的養護の推進が企図され、そのための

計画的進展やフォスタリング体制整備が進められていま

す。 

さらに、施設の地域化、多機能化、高機能化についても

進められつつあります。 

続いて家族再統合、特別養子縁組関係ですけれども、特

別養子縁組関係はかなり今制度が強化されていて、特別養

子縁組も進んでおりますけれども、2つ目のポツで、公的

代替養育のもとにいる子どもたちの家族再統合や、在宅指

導措置が法定化されているものの、その方法が限定されて

いる状況が続いています。 

またこれにより、手続き不十分のまま家庭に返され、死

亡する事例も相次いでおります。 

なお、これらの今挙げてきた施策の進展については、そ

の評価について、JaSPCAN では Google フォームによる

質問調査を現在実施中でございます。 

会員の方々には是非ご協力を、回答をよろしくお願いい

たします。 

次にこの本緊急シンポの問題認識について、これまでの

話の中から整理をしてまとめてみたいと思います。 

まず 4つのポツがありますが、一番上のポツです。 

社会的養護は、これまで述べたように公的責任に基づく

子どもの権利擁護施策として、家庭養護、家庭的養護の推

進に向けて歩みを始めている、一方地域子育て家庭支援は、

子ども子育て支援制度の創設により、利用者の尊厳と個人

の選択を重視した、社会連帯に基づく施策が進められてい

ます。 

しかし、この 2 つのシステムは都道府県と市町村に分

かれており、且つ両者を繋ぐツールが限られ、ソーシャル

ワーク体制も貧弱なままになっています。 

このため、先ほど述べた通り、2つのシステムの間に落

ちる子どもや家族が後を絶たない状況になっています。 

従って、この社会的養護、家庭養護と、特にハイリスク

家庭支援とを繋ぐ制度、ツールの開発と充実、特に児童相

談所から市町村、民間社会資源に繋ぐリスクアセスメント

に基づく在宅措置の強化が必要であると考えることがで

きます。 

このことについて、マクロ、メゾ、ミクロレベルの課題

を考えてみたいと思います。 

まずは制度レベル、マクロレベルの課題です。 

ここでは子ども家庭福祉分野が他の分野と比べて異な

る基礎構造にあるということが大きな影響を与えており

ます。 

(1)で、まず実施主体が都道府県と市町村に分かれてお
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り、かつ、教育委員会といった別システムがかぶさってい

るということです。 

高齢者、障害者は全て市町村、首長部局で担当すること

になっておりますので、そこが大きく違うところになりま

す。 

2つ目は、行政がサービスを決定する部分が非常に多い

ということです。 

高齢者施策は専門職である介護支援専門員と当事者の

協議で限度総額の枠内でサービスの決定と調整が為され

ていきます。 

3 番目は、社会的養護の費用が行政処分に伴う措置費、

補助金が中心になっているということです。 

障害者、高齢者、更には子ども子育て支援制度、障害児

支援制度については、義務的経費である給付が中心になっ

ています。 

2つ目です、運営レベルの論点、検討の視点です。 

ここでは大きく 3つ挙げております。 

ひとつは、社会的養護と子ども子育て支援制度を繋ぐツ

ールが十分ではない。 

また、行政機関間のやり取りが中心で通路が細く、相互

の連携が不十分。 

後ほど述べていきますが、在宅指導措置という児童相談

所からの民間も含めた在宅指導のための社会資源に措置

をする仕組みがありますが、そのほとんどが行政庁にその

指導措置が為されていて、民間機関に指導措置が為される

のはほんの僅かになっています。 

続いて都道府県レベルですが、児相は数が少なく体制も

不十分です。 

そのため、現在は虐待の初期対応に忙殺される状況が続

いています。 

それにも関わらず、市町村における子ども家庭福祉分野

の支援拠点が整備されていないということです。 

地域の中に、拠点は先ほど言いました 4 種類あるわけ

ですが、それが子ども家庭福祉分野横断的なワンストップ

に繋がる、核としての拠点になっていないということがあ

ります。 

こうしたことを整理していかなければならないと思い

ます。 

3つ目です、ミクロレベル、援助レベルの課題として大

きく 3つ論点を挙げておきました。 

いくつもの舞台に分かれている子ども家庭福祉各領域

における援助理念や援助方法の共有化が大きな課題です。 

それぞれの舞台では支援者が優れた支援を行っており

ますが、舞台が違うため交流も乏しく、それぞれのノウハ

ウを共有することもできていない状況にあります。 

障害児支援で研修会が行われると、そこに障害児支援の

ところで働いている援助者、特に保育士が来ます。 

また、社会的養護の分野では、社会的養護の研修では、

そこでも同じ保育士や児童指導員が来ています。 

更には保育の分野では保育士が来ています。 

それぞれ、保育士という専門職としては資格は同じなの

ですが、それぞれの舞台で研修が行われていて、共通研修

が行われていないために、用語がそれぞれ違ってきたり、

支援の背景が違ってきたり、援助観が微妙に異なってくる

ということがあります。 

今後は援助者同士の相互交流や協働、援助観の擦り合わ

せも欠かせないものになります。 

次に、もう一方で考慮すべきこととして、いくつかの政

策の束の整合性を図るということが重要になります。 

子ども家庭福祉、社会的養護分野では現在 2 つの政策

ビジョンが中心になっています。 

ひとつは社会的養護の政策である、社会的養育ビジョン、

2つ目は、分野横断的な包括的で切れ目のない支援、地域

共生社会の実現を図る新福祉ビジョン、この異なるビジョ

ンの整合化が必要とされています。 

子ども家庭福祉における、地域包括的で切れ目のない支

援を実現し、そこに社会的養護というサブシステムを乗せ

るなど、整合性を高めていく必要があるように思います。 

この検討はもちろん今後の課題ですが、今回は近未来の

議論、つまり 3 つ目にあります社会的養護と家庭支援を

繋ぐ部分について、主としてメゾ、ミクロ上の方途を議論

して提言を行うことを目的にしています。 

ではそのためのどんな論点があるのでしょうか、思いつ

くものを羅列してみました。 

(1)～(8)まで 8つ挙げてあります。 

まず支援を必要とする家庭に対するケアマネジメント

を保証することができないか。 

2つ目、行政機関間の通知、送致といった行政処分のみ
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ならず、民間機関間の柔軟なやり取りができないだろうか。 

3つ目、子ども・子育て支援制度と社会的養護制度の中

間に属するショートステイや、養育支援訪問事業等の、子

ども・子育て支援事業の充実が図れないか、特にこの部分

については社会的養育専門委員会の中での議論でも、厚生

労働省の資料として提示されておりましたが、特にショー

トステイや養育支援訪問の整備率が非常に低いというこ

とがあります。 

私は内閣府子ども・子育て会議の委員もしておりますの

で、社会的養育専門委員会からショートステイや養育支援

訪問の整備が少ないというふうに指摘されているので、そ

こをなんとかしてほしいという発言をいたしましたが、こ

の部分が、社会的養育専門委員会と、それから子ども・子

育て会議が上手く繋がっていくことが、国レベルでは大事

なことになるかと思います。 

4つ目ですが、在宅指導措置による支援を義務的経費に

できないか、補助金だとどうしても限度がありますので、

義務的経費にできないかという論点があるかと思います。 

5つ目は、支援を求められない、或いは求めない要支援

家庭に対して、支援のきっかけ作り、コーディネートがで

きないか、つまりそれが行政処分としての在宅指導措置の

充実ということになるかと思います。 

6番が、里親、家庭養護をフォスタリング機関だけでは

なく、子ども・子育て支援制度の中でサポートできないか

ということです。 

7点目は、要支援家庭を社会的養護、家庭養護が支援で

きないか。 

更に 8 番目が、里親とファミサポの統合など、制度を

超えた連携ができないか、こういう点であります。 

昨日私は東京都内のファミサポのアドバイザー研修に

行ってきました。要対協に加盟し、要対協係属の重篤事例

の家庭支援を担当しているセンターもありました。 

そこでグループ討議などをすると、やはりファミサポは

夜中の 0 時を超えられないということがネックになって

いるというようなことが出されていました。 

里親は 1泊できる、でもファミサポは 12時までといっ

たような、こうしたところを改善することによって、ファ

ミサポと里親がかなり近くなっていくのではないかと思

います。 

こうした様々な論点を議論していくことが大事だと思

います。 

さて、これからですが、以降のこの論点の検討のため、

私が経験したり学んだりした事例などを例示すると以下

の通りになります。 

また、これから続く事例報告は、こうした論点にヒント

を与えてくれるものがたくさん込められていると思って

おります。 

事例報告に期待し、更にそのあとのディスカッションに

期待していきたいと思います。 

これは石川県の県単事業であるマイ保育園で作成して

いる子育て支援プランです。 

双子の乳児を抱えて、夫等の手助けもなく孤立をして煮

詰まってしまっている、虐待のちょっと前のギリギリの状

態の方です。 

子育て支援コーディネーター、保育士や保健師の方が研

修を受けて子育て支援コーディネーターになりますが、そ

の方がお声がけをし、親と一緒にこうしたプランを作って

いっています。これがハイリスク家庭への、これが月間プ

ランということになります。 

一時保護を月曜日に利用し、月 1 回火曜日には多胎児

サークルを紹介し、水曜日には育児教室を使い、育児相談

が金曜日に入るというようなケアプランを作成しながら、

毎月面接を続けていくということが行われております。 

また、児童家庭支援センターでも、今日報告があります

けれども、様々な活動が行われております。児童家庭支援

センターでは、児童相談所の指導措置としての支援も行っ

ています。 

この児童福祉法の第 26条、27条の 1項 2号措置と言

われるものがありますが、これが現在の在宅指導措置です

が、児童家庭支援センターや、障害者等相談支援事業を行

うもの、これは児童発達センターが多いので、児童発達セ

ンター等に指導委託をすることができる制度はあるので

すが、この制度によると年間 1 万件ぐらいの指導措置が

使われておりますが、内部の職員である児童福祉司に対す

るものが約 8,000件、8割を占めています。 

また、残りの 2 割のうちのほとんどを市町村、福祉事

務所という行政機関が占めております。 

児童家庭支援センターに指導措置が為されているもの
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は、全国でわずか 200 件に過ぎないということになりま

す。 

そういう意味では、こうした仕組みをもう少し民間に開

いていくということが、在宅措置を充実させていくことに

繋がるのではないかと思います。 

3つ目は、検討のためのヒントとしてサービス調整会議

とケアマネジメントを挙げることができます。 

私が関わっている市、専門委員をさせていただいている

市では、これに利用者支援専門員も入れますが、こうした

中核拠点の人たちが集まって、そして事例検討を行ってい

ます。 

こうしたことを定期的に行うことによって、支援に繋げ

られるのではないだろうかと思っています。 

また、社会的養護関係では、里親応援ミーティングなど

も千葉県では盛んに行われています。 

里親委託時に、里親支援機関や里親支援専門相談員の他、

子どもが乳幼児であれば保健センター、入所する可能性の

ある保育所、幼稚園、各種手続きに対応する市町村窓口等

の関係者が一堂に会して、里親子と対面して情報共有を行

って、今後の支援体制、チーム養育の体制を作っていくと

いうものです。 

その中で、里親さん自身も市町村の様々な社会資源にサ

ポートされていくことが必要なのだろうと思います。 

下から 2 番目ですが、里親は子どもの心理的親、キー

パーソンではありますが、だからと言って全てを抱え込む

必要はない、サービスを上手に使って子育てできることが

重要だと思います。 

次に分野横断、多職種連携の研修についても述べておき

たいと思います。 

これも石川県で行われているものですが、様々な専門職

が集まって、包括的に支援をするための事例検討を行った

り、チームアプローチの方法等について学びを深めるもの

です。 

援助観の擦り合わせや、お互いの手法の尊重のためにと

ても大切なことになると思います。 

最後になりますが、今日は実践から学ぶことを中心にし

たシンポになります。 

私自身は、そこにありますように、理念、政策と実践は、

制度を接点として対峙と協調を繰り返しつつ、円環的に前

進するというふうに考えています。 

制度については小さく生んで大きく育てるというよう

なことも言われますが、対峙と協調の結果の一つが「小さ

く生んで大きく育てる」結果をもたらしていると考えられ

ます。制度を接点として、ビジョンと実践というものがそ

こで対峙したり協調したりしながら、両方とも進んでいく

ということが言えるかと思います。 

今回は現場の実践から、制度をどう変えていったらいい

のか、そしてそれは社会的養育ビジョン、或いは新福祉ビ

ジョンといった政策・理念から作られる制度、それから実

践から企図される制度、これを上手く組み合わせながら、

どんな制度を作っていったらいいのか、それらを検討しな

がら国のほうにも提言をしていければと考えております。 

文献はこちらにある通りです、もしよろしければ見てい

ただけたらありがたいと思います。 

このあとですが、今後の進行については以下の通りにな

ります。 

①～⑥までは現場の具体的な実践の報告になります。 

⑦はそれらについて厚生労働省の委託研究で行われた

成果についてのご報告があります。 

それを受けて、少し休憩を入れて、次にディスカッショ

ンになるかと思います。 

ディスカッションでは、助言者には社会的養育専門委員

会の委員長や厚生労働省の担当課長もお招きして議論に

加わっていただきながら進めていきたいと思います。 

この緊急シンポが皆様のご協力で実り多いものになり

ますよう願って、基調講演とさせていただきます。 

ありがとうございました。 
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事例発表 
① 児童家庭支援センターによる地域の家庭支援 

  古屋 康博（児童家庭支援センター「和」やわらぎセンター長） 

 

② 児童発達支援センターによる家庭支援・里親支援 

   千葉 麻衣（むぎのこ幼児部門ディレクター） 

 鈴木 友佳（むぎのこ学童部門ディレクター） 

 

③ 施設（乳児院）における地域の拠点機能への取組 

   傘  正治（社会福祉法人熊本社会福祉協会熊本乳児院フォスタリング機関 

アグリ統括責任者） 

 

④ 民間機関によるフォスタリング機能 

   渡邊  守（NPO法人キーアセット代表） 

 

⑤ 保育園を拠点とした家庭支援 

   小坂 章乃（石川県白山市こども子育て課主査） 

酒井 幸子（社会福祉法人 いしかわ福祉会 いしかわこども園 にこにこ広場） 

 

⑥ 家庭支援としての「子ども第三の居場所事業」（日本財団助成事業） 

   山田 克芳（社会福祉法人尾道市社会福祉協議会子ども第三の居場所尾道拠点 

マネジャー） 

 

⑦ 厚生労働省委託研究「子育て世代にかかる家庭への支援に関する調査研究」 

   佐藤 まゆみ（淑徳大学短期大学部教授） 
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事例発表① 

児童家庭支援センターによる地域の家庭支援 

古屋 康博（児童家庭支援センター「和」やわらぎセンター長） 

    
 

 
和の古屋と申します、どうぞよろしくお願いいたします。 

量が多くて早口になりますが、よろしくお願いいたしま

す。 

まず、うちの概要ですが、和は児童養護施設清浄園に布

置された児家センで、宿泊機能を持つことが特徴となりま

す、職員は 3.5名です。 

本日お伝えしたいことはこの 4 点で、まず改正児童福

祉法と在宅支援サービスの乖離の問題、次に当センターの

実践の紹介、そして子ども家庭に対しての包括的支援サー

ビスの必要性、最後に豊かなサービスへの転換の 4 点に

なります。 

最初に、児童福祉法とその現実乖離の問題ですが、最初

に潮谷先生のお話にありましたが、平成 28年度の児童福

祉法改正で 3 条の 2 に、国及び地方公共団体は児童の保

護者を支援することとすると明記されましたが、本当に支

援が必要な家庭に必要な支援が届いているのでしょう

か？というところです。 

法改正後に子ども世代包括支援センターや、子ども家庭

総合支援拠点などが整備されて、児相のワーカーも大幅増

員されましたが、在宅支援の現場においてはあまり変化が

なくて、課題が多く残されたままのように見えます。 

その課題というのは支援メニューの種類や量、親子関係

への直接支援、措置から地域に戻る際への支援の問題で、

私たちの児家センでは以前よりこうした地域の課題やニ

ーズに着目して行政と連携をしながら在宅支援を行って

参りましたので、そのいくつかをご紹介したいと思います。 

まず、子どもや親子を預かる機能についてですが、市町

村からのショートステイや児相からの一時保護委託、里親

レスパイトを受託していて、年間約 300 日間児家センで

お預かりしています。 

なるべく家庭での生活状況と大きな変化が生じないよ

うに、ご家庭や所属校との送迎等も行っております。 

例えばお母さんが鬱によって子どもがネグレクトの状

態で、ショートステイの必要性はあるのだけれども保護者

が分離を拒むというケースに対しては、親子一緒での受け

入れも行っております。 

ショートステイ中にスタッフが子どものケアを行って、

お母さんにゆっくりと休息してもらって回復したという

ケースもありました。 

また、特定妊婦が病院で出産したあとに、すぐに自宅に

戻すことが心配なケースに関して、在宅での育児が可能か

どうかということをアセスメントするために親子でショ

ートステイを実施したケースもありました。 

次に家族再統合を支援する機能についてですが、地元の

中津児相とのコラボで、かるがもステイというものを実施

しております。 

これは家族再統合を検討する親子に対して、親子関係改

善のアセスメントを宿泊を行いながら和で行うもので、そ

の内容を簡単に説明すると、親子関係やその移行期を支援

するためのパッケージソフトで、そのパッケージの内容と
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して、親子遊びや面接、或いは保健指導など、ケースの内

容に応じて随時プログラムを変えながら行っていますが、

たこ焼き作りと家族応援会議は毎回実施しております。 

家族応援会議については、安全パートナリングの考えに

基づいた 3 ハウスを使って、家族と一緒に状況を整理し

ていきながら、外泊や家庭引き取りに向けてアセスメント

やプランニングを行っています。 

次にアウトリーチ機能です。 

和は養育支援訪問支援の家事支援を中津氏から受託し

ており、現在 1ケースのみ稼働しています。 

子どもに施設入所歴があって、お母さんが発達障害のゴ

ミ屋敷の家庭に対して、家の中の整理整頓や家計の金銭管

理等のアドバイスを行っております。 

それから別のアウトリーチ事業として、今年度中津市か

ら支援対象児童等見守り強化事業を受託して実施してお

ります。 

要対協の支援対象家庭に対して、お弁当やミルクなどの

食料やオムツ等の日用品の提供を行っています。 

これまで行政の職員が訪問しても玄関のドアを開けて

くれなかった家庭が、センター職員がお弁当を持って訪問

することで初めて家の中に入れてくれて、子どもと会話が

できるというケースもありました。 

こちらは見守り強化事業でのやり取りになります。 

職員がお弁当を作って持っていくと、ご家庭からレスポ

ンスがあるという形になっていますが、この他にもスクー

ルソーシャルワーカーから、生理用品が準備できない家庭

があるという情報があって、この事業の予算を用いて各学

校に生理用品を届けたりもしています。 

しかしながら、既存の制度やサービスで対応できないケ

ースも当然出てきます。 

幼児の兄弟と、お母さんと、ひいおじいちゃんの世帯で、

お母さんは夜のお仕事に従事して自宅に不在がち、実際の

養育はひいおじいちゃんが行っているという家庭で、ひい

おじいちゃんは仕事をしながら兄弟の保育園送迎を行う

など子どもたちへの愛情もあるし、兄弟たちもなついてい

る。 

しかしお仕事で月に何回か夜勤があって、ショートステ

イの年間の限度日数もすぐに消化してしまう、このほかに

衣類の問題や検診未受診、予防接種未接種というケースで、

こうした支援が必要な家庭に対してどう支援をしていく

のか、ニーズに対して使える制度の選択肢がショートステ

イしかないという現状で、そのショートステイも年間 7

日間しか使えない。 

目の前には支援を必要としている子どもがいるが、さて

どうしようかというところですけれども、こうしたケース

に対して、これまで児相の児家セン指導委託という制度を

拡大解釈して使っていました。 

家庭のニーズに対して必要な支援やプランを、うちと児

相、市役所で作成して、保護者の承諾のもと家庭に対して

の包括的な支援というものを実施していました。 

ただし今年度、児相の考え方の変化もあって、こうした

形での指導委託はできなくなりました。 

こちらは指導委託の流れになりますので、ご参考までに

というところです。 

先ほどの事例に関してですが、ショートステイの限度日

数を使いきった時点で、三者でケース会議を行って、方針

をひいおじいちゃんの養育を支えることとして、うちで可

能なこととしてひいおじいちゃんの夜勤の時の養育や検

診や予防接種時の受診を提案して、現在支援をしていると

ころです。 

こちらは和が昨年度児童相談所から受けた指導委託の

内容になります。 

16 ケース 31 人のお子さんの指導委託を受けておりま

したが、委託の内容としてはご覧の通りになります。 

ちなみに包括的家庭支援の指導委託の代替策として、本

年度は日本財団さんから助成をいただいて、家族維持強化

事業と銘打って継続ができています。 

こちらの表はうちのセンターの事業内容を表したもの

になります。 

表の赤字が市役所と連携して実施している事業で、青字

が児相と連携している事業になります。 

うちは少数職員での運営になりますので、関係各機関と

コラボをしながら、こちらの表にあるように通所や入所、

或いはアウトリーチをかけながら、地域の子どもや家庭を

支援している状況です。 

そこで、私たち児童福祉施設の強みとしては、宿泊機能

があること、衣食住を中心にした生活支援に実績があるこ

と、またソーシャルワークの考えに基づいた支援ができる
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こと、そして何よりも、地域から受けた相談やニーズに対

して速やかに且つ柔軟に対応ができることと思っていて、

今後はこうした活動を横展開したいと思っておりまして、

大分県のご尽力によって、こちらも日本財団さんの支援を

受けて、県内の児相空白地域 2 か所に宿泊型の児家セン

を新設して、そのうちの 1 か所を当法人が運営するとい

うことになりました。 

以上のように、在宅支援サービスの提供によって、家族

維持に繋がるケースもありますが、課題はサービスメニュ

ーの乏しさで、今後はサービスメニューの強化が望まれま

す。 

ドイツではこういったサービスが展開されていて、うち

でもこういうことをやりたいなと思っていますが、やはり

これだけのことをしようと思えばかなりのスタッフ数が

要求されます。 

ここで問題提起を行いたいのですが、本来国の基準なら

1 ケース 64 万 8 千円で請け負うべきものを、うちは 10

万 8千円、つまり 6分の 1の経費で請け負っています。 

児家センにおいてはこういったことはまさに氷山の一

角であって、これは裁量的経費であることが問題の根幹と

聞いております。 

これは国のシステムの問題であって、自治体の問題では

ないと思います。 

このように、必要な予算が社会的養育に回ってこなくて、

制度の貧困がもたらされています。 

そのしわ寄せは、支援を必要としている子どもや、そこ

で働く我々職員に及んでいます。 

うちのセンターは地域に密着して、地域住民や関係機関

のニーズに対して最大限応えていこうと、少ないマンパワ

ーで多くの事業を実施してはいますが、こういったことを

美談にしてはならないと考えています。 

こちらはうちのセンターの勤務表ですが、ショートステ

イとかかるがもステイが入ると職員は宿直勤務を行いま

す。 

そうすると、どうしても労基法に抵触するような状況が

生じます。 

これが現実であって、仕事をすればするほど自らの首を

絞める状況では、こういった取り組みを全国に標準してい

くことは非常に難しいと思います。 

現在裁量的経費である児家センの関連経費、指導委託経

費等を義務的経費に改めていく必要があると思います。 

最後にまとめになります。 

まずは法改正に向けて、家族維持を最優先に考えたパー

マネンシープランニングができるような法的な環境整備

をお願いしたいです。 

具体的には、子ども、家庭に対しての直接的且つ包括的

な在宅支援制度の創設であって、或いは子どもやスタッフ

を守るための予算の義務的経費化であるかなと思います。 

ただし私たち現場は、お上が作ってくれるのをただ口を

開いて眺めて待っているのではなく、既存の制度の枠を超

えて、制度の改善や新しいサービス開発を意識した実践が

求められてくると思います。 
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事例発表② 

児童発達支援センターによる家庭支援・里親支援 

千葉 麻衣（むぎのこ幼児部門ディレクター） 

鈴木 友佳（むぎのこ学童部門ディレクター） 

 
 

 
児童発達支援センターにおける家族支援、そして里親支

援について発表させていただきます。 

社会福祉法人むぎのこ会の千葉です。 

鈴木です、よろしくお願いいたします。 

はじめにむぎのこ会の概要です。 

子ども発達支援部門は福祉型と医療型の 2 つの児童発

達支援センターを中心に、児童発達支援事業所が 8 事業

所、放課後等デイサービスは 18事業所、その他にも夕方

までお子さんをお預かりして夕食を食べたりする日中一

時支援事業、むぎのこ保育園、居宅介護事業所、ショート

ステイ、地域支援事業、地域のソーシャルワーク機関とし

ての大人と子どもの相談室、発達に心配のある子どもだけ

ではなく、地域の子どもたちの診療を行っているクリニッ

クがあります。 

成人部門は生活介護事業所が 3 つ、就労移行支援事業

が 1つ、グループホームが 10か所、その他にも里親ファ

ミリーホームが 4か所あります。 

これは、5月現在のむぎのこに登録している子どもの人

数です。 

幼児が 236名、学童が 390名の登録があり、現在通っ

てきております。 

次に、むぎのこで行っている発達支援です。 

幼児期は養育者との愛着関係が大切です。 

それは、障害のある子どもや、愛着形成に課題のある子

どもも同じです。 

大人は良いことをやってくれる人ということを、子ども

が生理的にも感情的にも一致して感じてもらうと、安心感、

安全感を持ち、一生の人生の信頼を形成する土台となりま

す。 

児童発達支援センターの役割は、児童福祉法の理念に基

づき、障害のある子どもの最善の利益を考慮して発達支援、

家族支援、地域支援を行っています。 

現在では発達が心配という気づきの段階からサポート

することができています。 

児童発達支援センターの役割は、子どもへの発達支援、

家族への支援、保育所等訪問支援事業を通して、幼稚園や

保育所等などへの支援などの地域支援があります。 

むぎのこには 2 つの児童発達支援センターと 8 つの児

童発達支援事業があり、困り感のある子どもや家族が通っ

てきています。 

これは普段の療育の様子です。 

1人 1人の発達や心の状態に配慮しつつ、友達やお母さ

んとの楽しい日々の積み重ねを行っています。 

次に放課後等デイサービスでの支援です。 



 

24 

 

緊急シンポジウム報告書 

事例発表 

乳幼児期から大人への継続支援の場になります。 

大人や仲間との関りを通して、孤立を防ぎ、自己肯定感

を育むことを大切にしています。 

思春期になると困り感が強くなってくる子どももいま

す。 

発達障害で周りと上手くいかなかったり、児童相談所か

ら紹介されてくる子どもも増えてきます。 

思春期になると、朝起きられない、鬱、脅迫的な行動、

暴言や暴力、不登校、学力不振、過剰適応、自殺企図など、

様々な困り感が出てきやすい時期になります。 

学力不振になる子どももいますので、放課後等デイサー

ビスでは学習支援も大切にしています。 

自立のためのスキルの獲得、家族だけではできない体験

を仲間と一緒に経験したり、そして学校との連携も大切な

支援です。 

次は家族支援です。 

どうして家族支援が大切なのでしょうか？子どもを救

うためには家族が救われなければならない、これは私がフ

ィンランドに行った時ネウボラの保健師さんが言ってい

た言葉です。 

お母さんを支援することで、子どもも育つのです。 

また、最近では子どもの障害とお母さん自身のケアニー

ズが重なり、虐待のリスクが高まることがあります。 

そのため、心理支援、具体的な生活支援が子育てには必

要になってきます。 

これは幼児のクラスで行っている親子発達支援の様子

です。 

母子通園と言っても、里親さんがいたり、おばあちゃん

が育てている家庭があったりと、家族の形は様々です。 

親子関係を支援できるのが、私たち児童発達支援センタ

ーの強みです。 

親子の様子を見たあと、心理士などからお母さんたちへ

のアドバイスを行っています。 

その他にもグループカウンセリング、個別カウンセリン

グ、自助グループを行っています。 

気持ちを共有し合う中で、お母さん同士の繋がりも生ま

れてきます。 

子育てには実際の生活での支援も大切です。 

生活支援の場として、ショートステイやホームヘルパー

の支援も行っています。 

ショートステイは、毎日 20 人の定員で泊まれますが、

毎日満員になっています。 

普通の家で単独型でショートステイを行うことができ

るのが、障害施策の良いところです。 

また、むぎのこでは24時間対応の緊急携帯があります。 

子どもとお母さんを孤立させないことが虐待を防ぐこ

とに繋がると思います。 

そしてそれが私たちの役割であり、責任だと思っており

ます。 

また、ペアレントトレーニングは、担任の先生たちがお

母さんやお父さんに、子どもと肯定的に関わる子育てやア

ンガーマネジメント、DVの学習会などを行っています。 

この学習会で DVに気が付いて離婚したり、お父さんが

アンガーマネジメントを受けることもありました。 

全ての子どもと家族は、社会が暖かく包むことが大切だ

と思います。 

しかし、社会的養護の必要な家族には更に手厚い子育て

支援、家族支援が必要だと思います。 

むぎのこは里親ファミリーホームが 4件、里親が 21名、

里子が 48名います。 

ほとんどが発達や愛着形成に心配のある子どもたちで

す。 

しかし、里親家庭やファミリーホームだけで子どもを育

てていくことは大変です。 

在宅の家庭と同じように、たくさんの人が子どもたちの

ためにチームで関わっています。 

この子は乳児院、児童養護施設、児童心理、児童自立な

どたくさんの施設を経て、今むぎのこの里親家庭にいます。 

ですが、里親家庭だけでは少し大変なので、地域に住む

卒園児のお母さんたちが毎日応援に入ってくれています。 

この日は、この子のお誕生日で、いつも支援に入ってく

れている皆がお祝いをしてくれています。 

次に、ある母子家庭への支援についてお話します。 

ある母子家庭のお母さんが保健師さんに連れられてむ

ぎのこにやってきました。 

お母さん自身、乳児院、児童養護施設で育ち、身寄りも

いない、助けを求める人もいない中、1人で 2人の子ども

を育てていました。 
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そこから一緒に区役所でサービスの手続きをしたり、夜

間に子どもが熱を出したら病院に連れて行ったり、まだ赤

ちゃんだった下の子を預かったりと、おせっかい支援がス

タートしました。 

最初はあまり自分のことを話さなかったお母さんです

が、少しずつこちらを信頼して頼ってくれるようになりま

した。 

本児が卒園する頃には、母子支援施設での生活が始まり、

お母さんも一般就労が決まり、妹も保育園に入園しました。 

母子支援施設がむぎのこから遠かったこともあり、一旦

むぎのこから卒園しましたが、約 1 年後、母子支援施設

での不適用から職場の無断欠勤が続き、家族はまた孤立し

てしまいます。 

そして、子どもたちは一時保護になっていました。 

児童相談所との話し合いでは、正しいお母さんではない

とチェックされている気がして、誰にも預けたくない、誰

も信用しないと頑なでした。 

しかし、むぎのこのファミリーホームなら子どもたちに

も会えるし、甘えられる先生もいる、預けてもいいかなと

いう気持ちになれたと話していました。 

子どもたちは現在ファミリーホームで生活しています。 

ファミリーホームで措置されてもお母さんが傍にいて、

先生も傍にいる、環境が変わらず、地域の中で皆で子ども

を育てていくことで、子どもたちの安心感につながってい

ます。 

むぎのこの里親さんが育てている子どもの実親さんへ

の支援も行っています。 

むぎのこに来ればいつでも子どもに会えるということ

がありますが、先ほどの親子発達支援などでも実親さんに

来てもらって、子どもとの良い関係を築けるように先生も

一緒に支援をしています。 

こういう場合、お母さんにも 1 対 1 で先生がついて、

手をかけて色々と支援をする必要があります。 

先ほどのお母さんは、ずっと独りぼっちだったけど、今

はお母さんがたくさんいる感じというふうに話していま

した。 

支援を受ける側から、支援をする側へ、今まで支援を受

けながら子育てをしてきたお母さんたちが、今度は自分た

ちが次の世代のお母さんたちのためにと、里親さんになっ

たり、他の子育ての部署で働いています。 

このように、子育ての循環がむぎのこでは行われていま

す。 

むぎのこでは、このアフリカのことわざにあるように、

1 人の子どもを育てるには村中の大人の知恵と力と愛が

必要、これをモットーに、皆で力を合わせて子育てをして

います。 

全ての子どもは社会の宝物です、そして子どもを育てる

ためには地域皆や行政、児童相談所、保健センターなど

様々な関係者の力が必要です。 

色んな人たちが子どもと家族のために手を繋いでいく

ことが大切だと思います。 

これで発表を終わらせていただきます、ご清聴ありがと

うございました。 
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事例発表③ 

施設（乳児院）における地域の拠点機能への取組 

傘  正治 
（社会福祉法人熊本社会福祉協会熊本乳児院フォスタリング機関アグリ統括責任者） 

   
 

 
皆さんこんにちは、熊本乳児院フォスタリング機関アグ

リの傘でございます、よろしくお願いいたします。 

私ども熊本乳児院は、フォスタリング機関アグリのスタ

ッフを含めて職員総数 61名おりその内 53名が常勤職員

です。資料のとおり地域の拠点機能化の取り組み事業とい

うことで、フォスタリング機関職員 7 名、児童家庭支援

センター職員 3 名、産前産後母子支援事業 2 名、病児病

後児 2 名、そして生計困難者レスキュー事業については

法人内の他の事業所職員と連携して取り組んでおります。

これら機能強化、多機能化事業には正規職員を基本として

取り組んでいるところです。 

最初に、産前産後母子支援事業について少し言及させて

いただきたいのですが、私どもの熊本乳児院は平成 29年

10 月からこの産前産後母子支援事業の取り組みをさせて

いただいています。 

この 3 年半の中で、年平均で 487 件ほど相談等取り組

ませていただきました。 

私どもが多機能化・機能強化を進めるにあたりまして、

この産前産後が非常に大きな試金石となっています。 

事業の取り組みにあたり私どもは、24時間 365日体制

というものを全ての事業について語らせていただいてお

ります。 

ここで特に申し上げたいのが、児童家庭支援センターの

運営体制です。私どもは今年の 4 月 1 日から熊本市様の

ほうから受託し、取り組んでおりますが、これにつきまし

ても 24 時間 365 日という体制の中でさせていただいて

います。 

ただ、皆さんこの 3 名という数字を見られてどのよう

に感じますでしょうか。 

先ほど古屋先生のほうから、3.5名の児家センというこ

とでおっしゃっておられました。 

私ども 3名の職員なのですが、到底 3名で 24時間相談、

それから実際の対応をするということは不可能でござい

ます。 

私どもは児童家庭支援センター職員は勿論のことフォ

スタリング機関、産前産後、生計困難レスキュー等全ての

ソーシャルワーカー、そして心理職の 15名の職員をもっ

て 24 時間 365 日という対応を取らせていただいており

ます。 

次の写真を出していただいて、この左側に建っておりま

すベージュとグリーンの 3 階建ての建物が熊本乳児院に

なります（1階は保育園）。本年 5月に竣工したばかりで

ございます。 

乳児院、アグリという名称を使っておりますが、フォス

タリング機関、児童家庭支援センターもこの建物の中に入

っております。 

2階に乳児院本体と病児病後児保育、3階にアグリ（フ

ォスタリング機関、児家セン、産前産後）が所在し活動し
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ております。 

アグリという名前についても少し言及したいと思いま

す。連想されるものはアグリカルチャー、農業のほうに取

られる方もおられるかと思いますが、私どもはアグリゲー

ション、集合体という意味合いの中でアグリという名称を

使わせていただいております。 

先ほど申し上げましたところの、各事業体がひとつにま

とまってしっかりした支援、実効性のある支援をするとい

うことを念頭に、このアグリという名称を使わせていただ

いております。 

こちらに、協創・協働で築く多機能化と機能強化という

ことをサブテーマとして記載させていただきました。 

新しい社会的養育ビジョン、或いは都道府県社会的養育

推進計画というものが策定、発信されまして、様々な機関

等がこの機能強化、或いは多機能化に取り組んでいらっし

ゃるのではないかと思っております。 

その中で、私どもが事業開始にあたり特に重要だと思い

ましたのが、様々な機関と一緒に考えて、一緒に動くとい

うところです。 

平成 29年の 10 月からこの産前産後母子支援事業に私

どもは取り組みましたが、熊本県内には 3 つの乳児院が

ございます。他の 2 つの乳児院に対しまして、熊本乳児

院として新しい事業（その当時モデル事業）に是非取り組

んでみたいということを 2 つのそれぞれの施設長のほう

に相談申し上げ、そしてその上で、実施が決まった際には

協力するよという、あたたかい応援の言葉をいただいたと

ころでございます。 

しかしながら、この産前産後母子支援事業はモデル事業

ということもございまして、そもそもどの様な機関との連

携が必要か、或いはどういうニーズが発生するかというこ

とを、私ども乳児院のほうで関係者が集まり色々協議をい

たしました。 

その協議の結果、児童相談所は当然ながら、私どもの主

管課である熊本市のこども政策課、それから熊本市内には

5つの区がございますが、母子、児童福祉の担当課であり

ます保健子ども課、それから生活保護課、さらに熊本市の

事業ではございましたが他市町村。恐らく他市町村からの

相談等もあり得るだろうということで様々な機関への連

携というものをお願いしたところでございます。 

加えて民間という部分では、どのようなところとの協力

関係が必要かということで、事業開始当初から、それぞれ

の機関に対してお願いをいたしました。 

特にこの産前産後母子支援事業につきましては、参加医

療機関との連携というものが必須となっておりますので、

資料では Fとしておりますが、私どもと同様に産前産後母

子支援事業に取り組んでおられる福田病院様と連携を取

らせて頂いております。 

そういったこともございまして、非常に手厚い、強い協

力関係、或いは支援というものを、現在においても相互に

させていただいております。 

次に、なぜこの拠点機能というものを私どもが目指した

のかということについて話したいと思います。 

まず私どもが一番強調したい事が、資料丸ポチの一番上

のアンダーライン表示の部分です。事業取り組みにあたり

単独法人或いは単独事業所で対応できること、それは社会

的ニーズのほんの一部でしかないということを痛感いた

しました。 

そのために、私どものほうから強力をお願いしたいとこ

ろに直接出向き、私どもの思いというものを語らせていた

だきました。 

そこで、お互いにどういったことが連携或いは協働して

新しいサービスが作り出せるのか、そういったことをお話

させていただきました。 

それが基本にあった上で、確かな連携というものを作ら

せていただけているのではないかと思っております。 

多機能化、機能強化はなんのためにやるのか、実際に社

会的養護等を必要とするご家庭やその渦中にある皆さん

は、誰かに相談をする、相談して良いのだ（受援力とも最

近は表現されます）というスキル自体を持ち合わせていら

っしゃらないことが多いです。 

この受援力については産前産後母子支援事業を開始し

て 2 ヶ月経過した際に厚労省のヒアリングがございまし

たが、その際に参加された方からの質問がございました。 

いやいや傘さん、そもそも相談をしてくる人はなんとか

なるんだよと、相談してこない人が問題なんだという、そ

ういう質問をいただきました。 

ただでさえ相談する力が非常に乏しい皆さんですので、

相談をするということ自体、相当の勇気をもって相談され
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てきているのではないかと思います。 

そういったことを考えた時に、ひとつのところに相談を

することで様々な支援、或いは様々な機関に私どものほう

でしっかりと繋ぎ、繋いだ上で、その支援が有効で実行性

のあるものにしたい、そういう強い思いの中でワンストッ

プで出来ればということを考え拠点機能への取り組みを

始めたところです。それが、養護養育機能をもつ本体の熊

本乳児院、対地域への相談支援機能を持つ・児童家庭支援

センター、・フォスタリング機関、・産前産後母子支援事

業、・生計困難者レスキュー事業ということになります。 

令和 3 年 4 月１日から、児童家庭支援センター、それ

からフォスタリング機関事業に取り組ませていただいて

おりますが、先ほど申し上げた、産前産後母子支援事業を

先んじて実施していましたので、既に連携協力いただける

機関があったというのは非常な強みとなったことはご承

知いただけるのではないかと思います。 

多機能化、機能強化への取り組み事業とは少し異なるこ

とかもしれませんが、敢えて熊本でのひとつの他機関の連

携の取り組みということで申し上げたいと思います。 

昨年熊本乳児院では、濃厚接触の乳幼児さんをお預かり

する機会（一時保護）がありました。 

実際お預かりしてちょうど 4 日目にその子どもさんた

ちが陽性に転じるということが発生しました。 

その為、一時保護解除後も私どもの職員は、そのあと 3

週間 4週間通常業務に入ることができませんでした。 

実際に濃厚接触に携わった職員には非常に疲弊がござ

いましたし、乳児院本体の子どもたちを守る職員にも相当

の疲れというものが見えたところでございます。その為、

単独施設で連続しての預かりは困難と言わざるを得ない

との結論を持ちました。 

そのような事から県内 3 乳児院の施設長にお集まりい

ただきまして、今後濃厚接触児の一時保護打診が各乳児院

にあった時にどうするかということを協議し、具体的な取

り組みの方法についても、3乳児院がしっかり協力して受

け入れをやっていこうじゃないかということをさせてい

ただいております。 

それから熊本県内 3 つのフォスタリング機関が今年ス

タートしております。 

私どもアグリは 4 月 1 日からですが、他の 2 つのフォ

スタリング機関は昨年下期から受託を受けられスタート

しております。 

3機関、これは私ども同じ乳児院の仲間でございますが、

慈愛園乳児ホームさんが運営される養育家庭支援センタ

ー「きらきら」というフォスタリング機関がございます。 

そちらからの声かけで、熊本県内フォスタリング機関協

議会を立ち上げよう。しっかりしたサービスの質の担保を

していこうということで集まり、今後確かな連携の中で里

親さんに対する支援をやっていこうということを協議さ

せていただきました。 

最後に、地域拠点機能を有するに最も必要なこととして、

事業所内におきましても、それから他機関との連携という

関係におきましても、常に相互に、そしていつでも協働或

いは協議できる日頃からの関係性が最も重要で、そこに信

頼が生まれ、そしてその中にこそ協創と協働の意識を持つ

ことができるというふうに考えております。 

ご清聴ありがとうございました、以上でございます。 
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事例発表④ 

民間機関によるフォスタリング機能 

渡邊  守（NPO法人キーアセット代表） 

   
 

 
このような機会をいただきまして本当にありがとうご

ざいます。 

キーアセットの活動内容につきましては、或いはどんな

法人かということも含めまして、FLECフォーラムの 1回

目 2 回目でも分科会も含めて発表させていただいており

ますので、私どもの法人がどんなことをしてきたのかとい

うことに関してはこの場では割愛させていただきます。 

もしご興味のある方は、スライドのほうに書いてありま

すが、www.kiiasetto.or.jpのWeb サイトを見ていただ

ければ、またそのWebサイトが十分でない場合は是非メ

ールのほうにいただければと思います、よろしくお願いい

たします。 

それでは早速今日の私のほうからの発表ですが、この 4

つのポイントで皆さんにキーアセットとして現状感じて

いる課題や、或いはこれから大切にしていきたいと思うこ

とについてお話をさせていただきます。 

最初に、実感する里親制度の課題というところですが、

私個人も以前養育里親として登録をして 5 年ほど養育を

させていただいた経験もございます。 

それから私の両親も長いこと、以前養育里親として子ど

もの養育を担った時期がございます。 

その頃からも比較して、もちろん支援体制は充実が図ら

れているわけですが、やはり課題として、今も感じている

のは、地域社会の中で里親家庭の孤立というものに対して

改善はみられるようになったのかと、里親さんに対する支

援者と名の付く組織や役割は増えましたが、里親さんご自

身の孤立感に改善が見られるようになったのか、ここがち

ょっとよく分からない、もしかしたら引き続き孤立を感じ

ておられる方々も少なくないのではないかと思っていま

す。 

そして、過去を共有していない関係、大人と子どもの間

で、家庭の中で、それが如何に難しいのかということが地

域社会の中で理解されているのかということです。 

それから、委託される子どもと里親家庭間の文化の衝突

についてしっかり理解されているのかどうか。 

地域社会が里親家庭という少数派である家庭にとって、

更には委託される子どもにとって居心地の良いものにな

っているのかどうかというところです。 

多くの方が里親になってみたいと思える環境が整った

のかどうかというところです。 

この少数派、或いは地域社会から理解が得られない、或

いは家庭の中の大人と子どもの間に養育上の不明瞭な、よ

く分からない、どうしていいか分からない、孤立してしま

うという部分は、もしかすると柏女先生が冒頭におっしゃ

ったハイリスク家庭というものと共通するような課題も、

実際のところ里親家庭には残されたままなのではないか

と感じるところもあります。 

少数派である里親家庭にとって、地域社会の様々なサー

ビス、フォーマル、インフォーマルはどちらも決して使い

やすいとは言えないなというところも正直なところあり
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ます。 

例えば、里親家庭で保育所を活用するご家庭も養育上あ

りますが、その場合保育所に子どもが入所できたらゴール

かというと、もちろんそういうわけではないわけです。 

2か月ぐらいして、委託された子どもが保育所の中でお

友達の持ち物を壊してしまった、その 2 か月間その子ど

もはどうも乱暴だという理解が保護者間で広がっていて、

仮にですが、そういう中で、なんでこの子どもはこういう

ことをするんだと。 

里親さんが僅か 2 か月間の関係の中で、その子どもの

ために、もちろん他の保護者の方に頭を下げ、そして理解

いただけないような環境の中で肩身の狭い思いをするな

んていうことは、恐らく全国で 1 件 2 件ではないはずで

す。 

多数派の枠にはまらない家庭をネガティブな存在とさ

れてしまっている状況があるのではないかと、少数派の家

庭である里親家庭での養育の難しさというのは他の少数

派な家庭にとっても同じようにあるのではないかと感じ

るところもございます。 

血縁がなく、過去の共有がなくて、文化の衝突が起きる

里親家庭の特性、個性というのは、地域社会で本当に受け

入れられているのかどうかというところです。 

多様性の理解の欠如、つまり多数派ではない家庭が実際

に地域の中にある、その方々が育ちにくさ、或いはその家

庭で子どもたちが育ちにくさということを感じていると

いうことを、どれだけ地域社会が理解しているのかという

ところが実際に難しさとしてあるのではないかと感じる

ところです。 

それに対して、フォスタリング業務のモデル事業を

2015 年に大阪の豊中市というところで私ども始めさせ

ていただきましたが、その頃から今 2021年、フォスタリ

ング業務で何をするのか、先ほどの課題というところに直

面しながらも私どもは活動させていただいておりますが、

多様な子どものニーズに応えるために里親家庭のニーズ

を把握し、そのニーズに応えられるよう地域社会の様々な

支援を、里親家庭に繋げたり、カスタマイズをしたりする。 

カスタマイズというと言葉が格好良く聞こえるかもし

れませんが、この次のポイントにも関係してきます、里親

になって良かったという経験を増やすために、子どもの育

ちに対するポジティブな経験を里親とソーシャルワーカ

ーが共有できるように努めるということです。 

先ほどの保育所の話もそうかもしれませんが、そこで里

親任せにしない、里親が孤立するような環境を作らない、

そこに対して関係機関、或いは場合によっては、お友達の

保護者の方々にも、もちろん子どもの個人情報には配慮し

つつ、里親制度についての理解を促すような働きかけをす

る、もちろん特に保育士の先生方とか、学校の先生方、或

いはその地域の様々な、社会福祉協議会もそうですが、子

どもの育ちに関連する様々な機関の方々への働きかけを

する。それでも、近くのクリニックに 38度 5分の高熱の

ある子どもを連れて行ったら、受診券こんなものは使えま

せんって突き返されるなんていう経験をしたことのある

里親さんは 1人や 2人ではないわけです。 

そういった場合に、里親さんががっかりしないように、

やはりそういうところをしっかりと地域で、その子どもが

使うようなクリニックにしっかり説明していくというよ

うな働きもフォスタリング機関としては非常に重要だと

考えています。 

里親が、協働関係を深めるために一緒に考えてくれて良

かった、協働して良かったと思えるような成功体験を私ど

もが作っていけるようにしています。 

一緒に考えて協働する関係を、リクルートの最初の問い

合わせのところから築くように心がけております。 

具体的に言うとこういった流れです。 

相談というところから始まりますけれども、この相談の

第 1 歩のところから私どもとしてはしっかり成功体験、

つまりキーアセットに相談して良かった、キーアセットに

相談して色々なものが分かることができた、里親という生

き方を選ぶプロセスを一緒に歩んでくれたという経験が、

その後の支援、協働関係に繋がると私たちは思っています。 

もちろんこのプロセスの中で、例えば 100 件の方が問

い合わせをくださったら、100 件皆さんが里親になるわ

けではないですよね。 

本当に僅か数件ということも当然あります。 

100件のうち90家庭の方々が里親になられなかった場

合、里親制度についてネガティブな思いを持たれるのか、

そこをポジティブに、こういう多様な家庭が地域で子ども

の育ちを担っているんだということをご理解いただく
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方々を、リクルートで里親になるという生き方を選ばなく

ても、理解を深めていくということが、言ってみれば先ほ

どお話したように、地域の様々な社会資源に変化をもたら

していくというところに繋がると私たちは考えています。 

少数派な家庭である里親家庭でも、子どもの健やかな育

ちの養育環境整備を図る中で、多様な家庭であっても地域

社会の子どもが健やかに育まれるような変化を地域に作

っていきたいと考えています。 

実際のリアルなケースから脚色してご説明させていた

だきますが、例えば乳児で委託された、その里親の方は非

常にその実親が子どもにとって如何に大事なのか、実親と

子どもの関係が如何に大事なのかよく理解のある里親の

方です。 

なるべく子ども、乳児の元いた家庭の文化というものを、

それに近い養育をしたいと願ってくださる、本当に柔軟で

理解の深い里親の方がいらっしゃいました。 

そこでひとつ課題となったのが、日本ではなかなかメジ

ャーではないある宗教の、そしてその宗教には色んな宗派

がありまして、その中でも決して私たち大多数の日本人の

方にとっては馴染みのない宗教の宗派の方だったわけで

す。 

その乳児が生まれてから、そして育っていくまでにどん

な儀式があり、そしてどんな形のことをその子どもにして

あげることが、その元いた実親の方にとって大事なのかと

いうことを里親さんは配慮しようと思いまして、でも里親

さんには当然そのネットワークがないものですから、キー

アセットで、ある国際文化センターみたいなところに連絡

をさせていただいて、その宗派の乳児の養育にどんな手立

てが必要なのか、どんな文化をお持ちなのかと言ったら、

残念ながらあまり良い返事ではなかったというか、そんな

こと気にしなくていいんじゃないですか？みたいな返事

だったこともありました。 

それはひとつ残念だなと今でも思いますが、そこで色ん

なところのネットワークを駆使して、その宗派の方々がど

ういうコミュニティを持っているのかということをキー

アセットでは調べて、その里親さんと一緒にシェアをして、

そういったものに対する理解を深めていこうということ

をやったりもしました。 

そういった地域の多様な家庭が養育できる環境を作っ

ていく、里親家庭ですね、そういったものを作っていくと

いうことが私たちの働きのひとつだと思っています。 

それは一例にすぎませんが、フォスタリング機関キーア

セットが大切にしたいと思っているものをここに挙げさ

せていただきました。 

里親家庭がリスペクトされていると実感できること、リ

スペクトしていますと私たちフォスタリング機関がいく

ら言ってもダメなんですね。 

里親家庭がそう感じられることがすごく大事だと思い

ます。 

委託される子どもや若者も同じだと思っています。 

子どもの実親の存在を尊重し、可能な限り協働関係を築

いていくこと、里親家庭と子ども、若者がその思いを聞い

てもらえていると実感できること、里親さんが友人や家族

に里親になることを勧められるような充実感を得られる

こと、そして里親の実施の思いやニーズが配慮されている

こと、日々協働しているソーシャルワーカーと里親が信頼

関係を築けていること、里親がソーシャルワーカーから熱

意を明確に感じることができること、状況に応じて効果的

で必要なトレーニングの選択肢があること、信頼できるケ

アサポートグループが用意されていること、養育の必要に

応じて専門職からサービスが受けられること。 

ここに色々挙げていますが、こういったものを里親さん

が受けたいと思える状況を私たちはリクルートの時点か

ら、共に成長できる関係として作っていこうと努めていま

す。 

大切にしたいことと書いてありますので、これはできて

いることとはまた少し違います。 

これを日々目指して活動しているということです。 

こういったところに、今日のひとつのテーマである、地

域の多様な家庭、柏女先生のお言葉を借りればハイリスク

というような、支援が必要である家庭に対して、どんな地

域社会の変化を作ることができるのかというところに、こ

ういったところが関係してくるのではないかと私たちは

思っています。 

里親家庭だけが地域で子育てしやすいということは、あ

まり現実的ではないと思います。 

多様である里親家庭が、その地域で養育しやすいと感じ

られる地域の養育力、地域力というものは、間違いなくそ
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れは高品質なものであろうと私たちは思っています。 

そこに貢献できるような働きをフォスタリング機関と

して目指しているところでございます。 

以上でございます、ありがとうございました。 
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事例発表⑤ 

保育園を拠点とした家庭支援 

小坂 章乃（石川県白山市こども子育て課主査） 

酒井 幸子（社会福祉法人 いしかわ福祉会 いしかわこども園 にこにこ広場） 

  
 

 
石川県白山市の小坂です。 

保育園を拠点とした家庭支援、石川県白山市は県都金沢

市の南西部に位置しています。 

面積は県内で最も広く、山、川、海の豊かな自然に恵ま

れた地域です。 

生活にも便利であるため、住宅地としての人気も高く、

2019年の住みよさランキングでは日本一となりました。 

子育て世代の家庭も多く、安心して子育てができるよう

な環境を目指して様々な支援に取り組んでいるところで

す。 

本日は、白山市におけるマイ保育園、マイ幼稚園登録事

業についての取り組みをお話させていただきます。 

かかりつけの病院があると安心するように、保護者が身

近な保育園や子ども園、幼稚園に登録をすることで、登録

したマイ保育園が妊娠期から出産、そして子育てへと安心

して過ごせるように継続的に支援をする制度です。 

対象は、母子手帳が交付された方と、3歳児未満のお子

さんを持ち、家庭で保育を行っている保護者の方です。 

登録をすると 3つのサービスを受けることができます。 

私からは育児相談について説明させていただきます。 

マイ保育園における育児相談は、子育て支援プランを作

成します。 

子育て支援プランとは、介護保険におけるケアプランの

育児版のようなものであり、家庭で子育てをしている親子

が必要な保育サービスを計画的且つ継続的に利用できる

ようにするものです。 

プランの作成には、石川県の養成研修を受講した子育て

支援コーディネーターがあたります。 

まず家庭生活調査票を作ります、家庭状況、不安に感じ

ている点などを保護者自身に書いていただいたり、丁寧に

聞き取ったりします。 

次にアセスメントシートを作成します、情報をもとに支

援の方向性を考えていきます。 

そして支援プランを作成します。 

長期用は、アセスメントをもとに支援の長期的な方向性、

内容を示すものです。 

月間用は、長期用をもとに向こう 1 か月の利用計画を

示すものです。 

作成したプランを保護者にお渡しし、その後の様子を観

察したり、お話を聞いたりして記録をとります。 

こうした振り返りを行い、プランを見直したり、必要が

あれば市専門機関へ繋いだりしていきます。 

通常の子育て支援プランの他に、個別ニーズに対応した

問題解決型支援プランがあります。 

こちらは、強い育児不安を抱えており、継続的な支援が

必要な家庭に対して作成します。 
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問題解決型プランは、子育て支援チームを作り支援にあ

たります。 

子育て支援チームは、登録園であるマイ保育園の子育て

支援コーディネーター、保健師などで構成します。 

それぞれの専門性を生かした支援を行います。 

平成30年度にA子ども園で作成された問題解決型プラ

ンの例を簡単に説明します。 

Bさんは結婚前から精神疾患を抱え、些細なことで不安

になりパニックになってしまうことがありました。 

そのため出産前から保健師や相談員が見守りを続けて

いました。 

B さんは、第 1 子である C 子が 2 歳 9 カ月の時に、4

月からの入園を申し込むために A園を訪れました。 

B さんは自らの疾患のことや、午睡をさせるのが大変、

ちゃんと育てているか心配などとたくさんの悩みを話し

ました。 

A子ども園のコーディネーターは、他機関との連携を取

りながらの支援が必要であると判断し、Bさんと一緒にプ

ランを作成しました。 

子育て支援チームは、マイ保育園の子育て支援コーディ

ネーター、園長などの職員、そして子育て世代包括支援セ

ンターの保健師と利用者支援事業職員で構成しました。 

これは、実際のプランをもとに作ったものです。 

週 2 回の育児相談でゆっくりと話を聞き、園開放や育

児教室へ誘い、少しずつ信頼関係が築けるようにしました。 

また、週 5 日の在宅育児家庭通園保育モデル事業の利

用を進め、定期的に C 子を預かることで B さんの負担が

軽くなるようにしました。 

子育て支援チームによる連絡会議では、保健師から B

さんの疾患や接し方について聞くことができ、Bさんの思

いを受容し、大丈夫ですよと安心できるように接すること

を確認しました。 

また、C 子の思いや行動が分からず不安な様子の B さ

んに、C子との関り方、遊び方を具体的に知らせていくこ

と、夫である C 子の父親について B さんの話からは存在

が感じられなかったので、会って話を聞くことなどの方針

を話し合いました。 

その後、父親にも会うことができ、話を聞くと、父親自

身も妻と子について不安を抱えており、どうしたら良いか

悩んでいました。 

父親は、相談できたこと、園で子どもの育ちを支えても

らえること、C子とのかかわり方を教えてもらえたことを

とても喜んでいました。 

父親にも子育ての力をつけてもらうことで、Bさんの不

安も和らげることができるのではないかと考え、父親も含

めて支えていくようにしました。 

C 子が 3 歳になった時点で A 園に入園し、現在まで A

園で過ごしています。 

Bさんの不安感はまだ強くありますが、担任だけでなく、

園全体で必要に応じて専門機関とも連携を取りながら支

援を続けています。 

マイ保育園制度は、全ての子育て家庭が利用できる制度

であり、専門機関とは違い、近くの保育園という気軽さが

あります。 

登録し、相談を始めると、はじめは悩みがないと話して

いた方が、実は悩みを抱えていることもあります。 

とりあえず登録してみようという気軽さも大事にしな

がら、今後も取り組んでいきたいと思います。 

 

酒井： 

事例を発表します。 

マイ保育園登録を活用した子育て支援、いしかわこども

園にこにこ広場の酒井です、よろしくお願いいたします。 

いしかわこども園は、石川県白山市源兵島にあり、自然

豊かな場所です。 

にこにこ笑顔があふれるにこにこ広場は、子育て中の保

護者や地域の皆さんが気軽に集まり、自由に過ごすことが

できる、子育てに関する悩みを相談したり、情報交換を行

う場所です。 

広場でたくさんの出会いや交流が生まれることを願っ

ています。 

今回紹介する D男親子のジェノグラムです。 

令和 2年 3月に石川地区に引っ越してきました。 

生後 6カ月で初めてにこにこ広場に遊びにきました。 

その日のうちにマイ保育園登録を紹介しましたが、すぐ

に必要がなかったためか登録はしませんでした。 

月曜日から金曜日、9時から 1時頃までほぼ毎日遊びに

来ていました。 
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積極的に他の保護者と交流を持ち、広場の行事にも参加

していました。 

D男の成長とともに、離乳食を食べない、なんでもいや

いやと言うなど様々な悩みが出てきて、相談も増えてきま

した。 

初めての育児で、戸惑い、悩み、発達を喜びつつも、家

で 2 人でいるとイライラして手を出したことがある、理

不尽に怒ってしまうなど、どうしたらいいかコントロール

できなくなっていきました。 

来年度も家庭保育をしようと思っていましたが、入園を

考えるようになり、このタイミングでマイ保育園を登録し

ました。 

1人で抱え込んでいる様子だったので、支援プランを作

成して一緒に子どもの発達を見守ることにしました。 

育児相談を随時行い、広場行事や地域の親子主催の子育

てサークルを紹介、一時保育ではリフレッシュしてもらう

ように計画しました。 

月間用のプランでは、毎月にこにこ広場だよりを発行し

ているため、おたよりを渡し、育児教室の参加の呼びかけ

や、一時保育の具体的な日を決めていきました。 

地域の子育てサークルぱおぱおに参加することにより、

地域に育児の悩みなどを話せる仲間ができ、D男が母親以

外の大人や子どもと関われる機会が増えていきました。 

また、育児教室の中で児童相談所職員との座談会を設け

て、参加してもらいました。 

終わってからの感想で、自分のモヤモヤを分かりやすい

言葉で話してくれてスッキリした、子どもを産んでからキ

レやすくなり、私のコップは溢れているんだなと、自分で

振り返ることができていました。 

D男親子が石川地区に引っ越してきてから、周りに頼れ

る人、場所がなかったのが、にこにこ広場に遊びにきたこ

とにより、かかりつけのこども園ができ、一時保育をして

リフレッシュして、定期的に預ける在宅育児家庭通園モデ

ル事業へ移行して、入園までスムーズにいくことができま

した。 

広場へ通うことでママ友ができ、支え合う関係が生まれ

ました。 

更に、子育てサークルへ入ることで、より地域の保護者

との距離が縮まりました。 

様々な関係機関を知ることで、皆で支え合って子育てを

していると心強くなりました。 

にこにこ広場に遊びに来る親子はいしかわこども園に

入園する子がほとんどであるため、かかりつけのこども園

と説明すると登録しやすい印象があります。 

中には、いしかわこども園には入園しないが、広場へよ

く遊びに来ていて、育児相談や育児教室によく参加してい

るから登録するという人もいます。 

子どもを預けることに抵抗があり、罪悪感を感じる方も

たくさんいます。 

マイ保の一時保育は 3回無料で、理由を問わないため、

リフレッシュなどに使うことを伝えると、私 1 人で見な

くていいんだ、頼っていいんだと預けやすくなっています。 

登録しているだけで、いざとなった時に頼れるところが

あると安心してもらえます。 

保護者に疾患があったり、子どもに障害があったり、児

童相談所と関係があったりという親子は、もちろん支援が

必要ですが、今回の D 男親子のように初めての子育てで

悩んでいる方はたくさんいます。 

新しい地域に引っ越してきて、地域と少しずつ関係がで

きていき、マイ保登録や一時保育、在宅育児家庭通園モデ

ル事業などのサービスを利用して、保護者自身が力をつけ

ていく、形は違っても、在宅育児をしている全ての親子に

平等に支援は必要です。 

子どもの発達、保護者も楽しんで子育てしている、何も

相談してこない、だから大丈夫と勝手に判断するのではな

く、ちょっとした表情、言葉、動作を見逃さず、全ての親

子と接することを心掛けたいです。 

D男の発達も順調で、母親は物静かで優しく、一見何も

問題ないようだが、一瞬見せる表情やため息を見逃さなか

ったため支援をすることができたと思います。 

かかりつけのこども園があることで、気軽に遊びに来る

ことができ、相談できる保育教諭がいつもいる、子育ては

1 人でしなくていいんだと思ってもらえる子育て環境を

これからも意識して支援していきたいと思います。 

ご清聴ありがとうございました。 
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事例発表⑥ 

家庭支援としての「子ども第三の居場所事業」（日本財団助成事業） 

山田 克芳 
（社会福祉法人尾道市社会福祉協議会子ども第三の居場所尾道拠点マネジャー） 

   
 

 
皆様こんにちは、広島県尾道市にございます、尾道市社

会福祉協議会の山田克芳と申します。 

ご案内の通り、本会では日本財団の助成で、子ども第三

の居場所を 2017年に全国で 2番目に開設しました。 

日本財団からは昨年度まで助成を受け、今年度からは尾

道市が事業主体となっています。 

今年 3 月に日本財団が、経済格差から生じる児童の教

育格差の解決に向け、同様の施設を全国で 500 か所作る

と報道発表されました。 

大規模な展開が注目されがちな事業ですが、発表の前提

としてまずこの事業について説明させていただきたいと

思います。 

ごく簡単に言えば、この事業は様々な課題を抱えた児童

を対象として、日々放課後から夜までの時間帯に開設して

いる通所型の支援サービスと言うことができます。 

そしてその枠組みの中で、学習支援や体験活動を行い、

保護者の相談にも応じる、非常に大まかな定義ですが、今

までこうした事業はあまりなかったのではないかと思い

ます。 

よく放課後児童クラブと何が違うのかと言われますが、

児童クラブは第一義的に親の就労保証が目的の保育事業

です。 

一方本事業では、就労要件、保育要件を問いません。 

そういった制約を設けず、支援が必要な子どもや家庭に

必要な支援を届けるという考え方がベースになっていま

す。 

また、訪問型や窓口型の支援と異なり、親子と毎日顔を

合わせるのも特徴です。 

一般に相談援助機関に相談の要請がある時は、既に事態

が深刻化していたり、本人が冷静さを欠き、必ずしも主訴

が事実と一致しなかったりすることがよくあると思いま

す。 

この点、本事業では長期的な日々の付き合いを前提とし

ています。 

同様の施設は現在全国で 39拠点があります。 

この事業では、日本財団が最初の３か年の運営費を助成

する間、自治体と運営団体が地域に適した施設の在り方を

定め、助成終了後は自治体が事業を行うという取り決めに

なっています。 

冒頭お話した通り、尾道拠点は本年度から尾道市が事業

主体となり、本会が事業を受託しています。 

本市では社協が運用していますが、他では学習支援や不

登校支援に実績のある NPOや、児童養護施設を運営する

社会福祉法人など多様な団体が持ち味を生かして運営し

ています。 

このように、地域で異なる福祉ニーズに応えられる幅の
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広さが事業の特色のひとつですが、その中でもこの度は弊

会の家庭支援の取り組みを紹介させていただきます。 

尾道市の子ども第三の居場所は市内に 2 拠点がありま

す。 

定員は各 20名、主に小学校低学年を対象に、平日の放

課後から夜まで学習支援や様々な体験活動を行っていま

す。 

利用料は原則無料、尾道拠点は現場に社会福祉士である

山田と保育士を常勤で配置し、アセスメントやリスク管理

の点から市の保健福祉部局で勤務経験のある管理職、学校

と連携を構築するコーディネーターとして元小学校長が

勤務しています。 

この他、学習支援で大学生が有償で手伝いにきてくれま

す。 

利用者は公募せず、経済的な困りごとを感じている方を

中心に、主に市役所の子育て支援担当課から利用案内をし

ます。 

このように募集しているのは、よく言われますように、

申請主義では自ら支援の必要を表明できない方に支援が

届きにくいからです。 

この際ポイントと思われますのは、福祉というのは利用

者目線からすると、必ずしも利用のインセンティブになら

ないことがあるのではないかということです。 

施設ではケア的な受け止めや家庭支援も行いますが、こ

のような福祉サービスとしての側面を全面に押し出すと、

困り感のない家庭には届きにくいのではないか、反対に、

夜まで無料で預かることだけが利用の動機になると、預か

りっぱなしになるなど子どもの利益に必ずしも繋がらな

いこともあります。 

そこで、私どもは子どもに学びの機会を提供する教育と

いう視点を大切にしています。 

未就学期ならともかく、学童期を迎える子どもたちです

ので、様々な背景を持ってはいるのですが、1人 1人がレ

ベルに合った困難を乗り越え、成長していくということを

目指しています。 

実際利用者の方々には、せっかくお子さんをお預かりす

るわけですから、その時間にしっかりと子どもの力を引き

出すお手伝いをさせていただきますということを、いつも

お伝えしています。 

皆様の中には、教育がインセンティブになり得ない家庭

もあるのでは？とお思いの方もいらっしゃるのではない

かと思います。 

そうした中で私たちが大切にしているのは、子どもが頑

張って終わりということではなく、その成長を保護者に感

じ取ってもらう機会を多く作っていることです。 

例えば漢字と算数の検定試験です。 

施設に来る前は宿題を出さないばかりか、決まった時間

に学校に行けなかった児童もいます。 

しかし施設に通ううち、最初は暴れて机に向かえなかっ

た子が自発的に宿題をするようになります、習慣の力はも

のすごいと思っています。 

ただ、ひとつひとつの精度が高いというわけではありま

せん。 

学校の成績表を見ただけではあまり成長を感じられな

いような、そういう成績です。 

しかし宿題の態度は非常に良いものですから、子どもを

通して親や家庭を変えていきたいという思いを込め、是非

皆で検定を皆で受けましょう、お金はかかりますが、お子

さんたちには必ず合格する力があると思います、そのため

に私どもも全力で教えますと保護者に呼びかけました。 

高学年になっても鏡文字で平仮名を書くような子もお

り、受験勉強で泣き出す子が続出しましたが、受けたほぼ

全員が合格、1人が合格点に僅か 1点足りず不合格でした

が、親子で来年も受けると誓ってくれました。 

事後に保護者に感想を聞くと、こんなに勉強ができるな

んて知らなかった、受験なんて初めて、親子で一緒にドキ

ドキして結果発表を待った、などの声があがりました。 

教えるほうも非常に大変でしたが、子どもの力を感じて

くださったようで、本当に嬉しかった取り組みのひとつで

す。 

児童福祉では時々、教育と福祉は水が合わないと言われ

るのを耳にすることがありますが、私どもはそのようなこ

とは必ずしもないのではないかと思っています。 

多くの場合、何かが障壁となって、親も子の成長を期待

できなかったり、喜べなかったりします。 

決して簡単なことではありませんが、その障壁にひとつ

ひとつ向き合うことが家庭支援に繋がると考えています。 

また、この事業には夕食提供の機能もあり、私どもの施
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設も夕食の時間がありますが、提供はしておりません。 

週 1 回から 3 回、クッキングスクールと称して子ども

が夕食を作っています。 

十分な食事が摂れていないから与えるのではなく、自分

で考え、作る能力を養ってほしい、魚を与えるのではなく、

魚の釣り方を教えていきたいと思っています。 

更には、やがて家庭でできるようになってほしいという

思いを込めています。 

この結果、朝は菓子パンが多かったけど、お母さんと一

緒に朝ご飯を作ったなどの声が聞かれるようになりまし

た。 

また、休日には親子で参加できる催しをします。 

週末は多くの親子が終日家にいたり、もっぱら大型スー

パーなどの娯楽施設に出かけたりすることが多いため、休

日の過ごし方を再考してほしいという目的もあります。 

加えて多くの子どもたちが、親と一緒に様々な体験をす

ることを切望しています。 

親と一緒に過ごしたい思いがありながら、お母さんには

言えない、どうせダメと言われると、そういう子が実に多

い印象です。 

印象的だったのが、以前行った親子キャンプでした。 

2日間親子でひとつのテントに寝泊まりし、炊事や山登

りなど困難も共にしました。 

参加者の中には、事情があって普段親子がほとんど顔を

合わせず、親のパジャマを抱いて眠るような児童がいまし

たが、この時親子で記念撮影をした時ほど安らかなこの子

の笑顔を他の場面では見たことがありません。 

感想文の中で、あんなに楽しそうなお母さんを見たのは

初めてと書いていたのも、強烈に印象に残っています。 

また参加者の中には、その後の事情で家庭から離れて生

活することになった児童もいます。 

その子にとって、満天の星空のもと親子一緒にテントで

泊まった経験は、人生においてもしかすると一度きりのも

のになるかもしれません。 

大きい話になりますが、人の人生は現在と未来、そして

過去によって作られると思います。 

こうした親子の経験があるのとないのとでは、人生は全

く違うものになるのではないでしょうか。 

後年振り返った時、こうした思い出が何らかの糧となり、

人生を前向きに生きてくれることを祈っています。 

これらは児童を中心とした家庭支援ですが、もちろん親

自身が直接的な支援を必要とされる場合もあります。 

この中には、市役所から施設の利用案内をする際に就労

支援を受け、正職員採用が決まった方もいます。 

また、弊会で行っている生活困窮者自立支援事業の家計

支援を受け、精神的な落ち着きを手にされた方もいます。 

職員が家庭の清掃を行ったこともあります。 

状況に応じた支援に取り組んでいます。 

この事業は居場所事業と呼ばれています。 

人によっては、家庭に居場所がない子に居心地の良い場

所を用意してあげる、そういうニュアンスで受け取る人も

いるかもしれませんが、私どもは家庭支援ということを考

えた時、もし家庭に居場所がないのであれば、それが居場

所だと感じられるように家庭が変わり、当事者も変わって

いく、成長していく、そのためにサポートすることが家庭

のエンパワーメントに繋がるのではないかと、そういうふ

うに思っています。 

私ごとで恐縮ですが、以前自治体の家庭児童相談員を務

めていた時、養育環境が不安定な家庭や、保護解除後の家

庭支援において、子どもが日常的に繋がる場所が極めて少

ないのではないかと感じていました。 

こうした地域に不足する社会資源に対し、この事業の柔

軟性を生かして補うこともできるかと思います。 

また、本事業が福祉的な性質と教育的な性質を持ち合わ

せている点は大変ユニークだと私自身思っています。 

私も施設にいますが、しんどいと聞いていた子どもたち

が目の前でどんどん成長するのを見て、彼らの可能性が本

当に無限であることを切に感じています。 

よく児童福祉と言いますと、下のほうからボーダーライ

ンまで引き上げるという印象を抱きがちで、支援者自身、

悪い意味で大きなことは求めなくなってしまうというこ

とが往々にしてあるように思います。 

支援は決して簡単ではなく、悩みは本当に尽きませんが、

環境さえあればどんな子も成長することを子どもたち自

身がしばしば思い出させてくれます。 

ここに通う子には、自己の人生を楽しむことはもちろん

ですが、他人や社会を支える人間になってほしいと思いま

すし、その力があると信じています。 
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そしてその力は、他の誰でもなく親や家庭が生み出した

のだということに、それぞれのご家庭が誇りをもってもら

いたいと考えています。 

以上で発表を終わります、ありがとうございました。 
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事例発表⑦ 

厚生労働省委託研究「子育て世代にかかる家庭への支援に関する調査研究」 

 佐藤まゆみ（淑徳大学短期大学部教授） 

   
 

 
淑徳大学短期大学部の佐藤と申します。 

子育て世代にかかる家庭への支援に関する調査研究と

いうことで、昨年度こちらの委託研究事業に関わらせてい

ただきました。 

全てをご紹介することは難しいと思いますが、大事なと

ころをかいつまんでお話させていただきたいと考えてお

ります。 

まずこの委託調査研究について、背景をお話していきた

いと思います。 

ひとつの調査研究の背景については、平成 28年の児童

福祉法改正に伴う子ども家庭福祉の理念の具現化がどの

ように果たされているかということについて検討をしよ

うということがありました。 

児童の権利に関する条約の理念を生かす形で明文化さ

れているわけですが、特に児童福祉法の改正の中では、こ

の第 3 条の 2 に規定されている子ども家庭支援の根拠に

あたるもの、それから市町村を中心とする子ども家庭福祉

について、平成 16年の児童福祉法改正以降脈々と基盤整

備を続けてきましたけれども、それを一層推進していくよ

うな内容になっていることを確認しました。 

またこの調査研究の中で、子ども家庭支援という言葉を

使う時に、一体どういう概念で用いていくかということに

ついても改めて確認をいたしました。 

この子ども家庭支援については、市区町村の子ども家庭

支援指針の中に位置づけられています。 

青枠で囲まれているところですが、こうした理念、考え

方を踏まえて、市町村が中心となって家庭支援を担ってい

くということをまずは考えていきます。 

研究チームの中で、家庭支援がどこまでを射程に含める

かということについても確認していきましたが、市町村に

関しては、児童福祉法の理念に則り、短期的には要支援児

童や要保護児童、ここまでの議論でも、ハイリスクのとい

う話題が出てきているわけですが、そうした子どものニー

ズに対して、子ども家庭福祉における地域包括的・継続的

支援を提供する体制を構築することを模索する、まずはハ

イリスクのところを丁寧にサポートできることが主眼に

おかれる、ただし中長期的には社会的養育の考え方に基づ

いて、全ての子どもと家庭が生活圏域で社会資源と共にあ

る状態、そして必要に応じて支援に自然と繋がれるような

システムを段階的に市町村に構築していくということを、

家庭支援の考え方として研究チームとしては想定しまし

た。 

この研究の構造については、今お話した家庭支援を実現

していくために、まずは子育て家庭を取り巻く現状や体制

の状況について確認をして、課題のある世帯がどれくらい

存在しているかということについて検討をしていきまし

た。 

相談機関における相談対応件数と、そのあと支援にどの

程度繋がっていて、支援が届いているか、または届いてい

ないのかということについても検討を行いました。 
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そして、その現状を踏まえて、家庭支援を行う上で解決

すべき 8 つの課題を整理しまして、その内容を検討しま

した。 

これらの課題に基づきまして、実際に家庭支援を行う上

で解決すべき課題に取り組んでいる先駆的な取り組み事

例にインタビュー調査を実施して、特徴をまとめていった

ということです。 

まずは子育て家庭や制度を取り巻く現状について見て

参りたいと思います。 

子育て家庭の把握、そこから、子ども・家庭支援施策を

取り巻く現状ということですが、身近に子育ての手助けが

得られない家庭が多く存在する中で、多様な子育て支援メ

ニューが子ども・子育て支援制度の中で創設されてきてい

ます。 

一方で、本当に支援が必要な子どもや家庭に対してその

支援が届いているのかどうかということが、ひとつ課題に

なっていると思います。 

第 15回出生動向基本調査などでは、ファミリーサポー

ト事業の利用率が、例えば 3.6％しかなかったり、一時預

かり事業も 10％程度しか利用されていないということで、

身近なところに資源がありながら、制度として整備はされ

ているけれども利用率が低いということが先行研究でも

分かっております。 

これは子育て支援センターですとかつどいの広場の、交

流や相談の場などにおいても半数ぐらいしか利用したこ

とがなく、どれも利用したことがないというご家庭も 2

割ぐらいいるということも調査で示されておりました。 

こうしたところから、情報の不足や、交通の便の悪さや、

利用手続きの煩雑さ、ニーズと利用状況や時間帯などの不

一致、それから経済的な困窮や、サービス利用に対する抵

抗感、親子の心身の疾病や障害等があるのではないかとい

うことを推察いたしました。 

実際に子育て支援事業や、保育所、幼稚園、学校を利用

していても、支援の目から取りこぼされていたり、相談機

関に複数回相談していても支援に結びつかないという事

例があることも示されております。 

支援メニューを整備するということだけではなく、確実

に子どもや家庭が支援を得られるように、あらゆる環境に

よる障壁を取り払っていくということと、子育て支援事業

が身近に感じられるようにすること、保護者や子どもにと

っての便益を高めていくということで、サービスがあるだ

けでなく、子どもや保護者のニーズに合わせて活用し得る

十分な量と質が必要ではないかということを考えてきま

した。 

制度の現状につきましては、柏女先生のお話にもありま

したけれども、基本的に実施体制が都道府県と市町村に大

きく分かれているということで、ハイリスクアプローチは

主に都道府県が担っており、介入型の援助をしていきます。 

ポピュレーションアプローチについては広く市町村が

担っており、生活圏域での対応が主ですが、保護者から見

ますと伴走型支援をしているというふうに整理ができる

かと思います。 

施策の中心も、要保護児童施策を中心とする都道府県と、

子育て支援施策を中心として対応する市町村ということ

で特徴づけられているかと思います。 

実際の相談体制を見ていきましても、様々な拠点があり

ますが、専門分野ですとか、領域や機能によっていくつも

の拠点が存在している、整理が十分されていないという課

題があります。 

それから、地域子ども子育て支援事業について見ていき

ましても、多様な資源があるわけですけれども、先ほど申

し上げました通り、十分に利用に結びついていない実態が

ありますので、とにかく多様な背景のある家庭や子どもが

利用するということが想定されることもあって、子育て家

庭の生活圏域で、敷居の低い資源として子ども子育て支援

事業が機能するということが期待されます。 

また、要保護家庭や要支援家庭を対象とした連携機能と

異なる点として、個別的な支援事例が発見されるよりも以

前から、子育て家庭の生活圏域で地域の子育て家庭を取り

巻く人々や活動を繋ぐ働きというのをしているというこ

とも特徴として見られております。 

子どものいる世帯が令和元年度時点で約 1,122 万世帯

ありますが、母子健康包括支援センターですとか、子ども

家庭総合支援拠点や、児家セン、それから児相に相談、来

所した人数で、どのくらいの方が相談していて支援が必要

なのかということを推定しましたら、大体 87.5万人ぐら

いの方が何らかの支援を要する状態であるだろうという

ことが分かってきました。 
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この中でも一時保護に至るのは、52,916件で非常に少

ないです。 

そうしますと、大体 82万人ぐらいは在宅支援となりま

して、生活圏域の中でかなり手厚い支援を要する状態で生

活が継続されることになります。 

一方で要対協の登録ケース数などもここに示した通り

ですが、相談に繋がった子どもや家庭の支援が継続的に行

われていくためには、児童相談所と市町村の協働や連携も

もちろんですが、子ども・子育て支援施策との十分な接続

ということがひとつ課題になっているかと推察されます。 

こうした状況から、かなりの子育て世代が困難な環境の

中で子育てをしているという前提に立って、こうした課題

に対応していくことが必要ではないかということで整理

をいたしました。 

ニーズに応じて、量的にも質的にも十分な支援を家庭支

援として届け、子どもの育つ環境を整えることで、結果と

して虐待リスクが軽減されてバランスが保たれる子育ち

や子育てを実現していくということが必要だと考えまし

た。 

こうした実態を受けて先の 8 つの課題を整理しました

が、そもそもその課題の把握が十分なのかということや、

母子保健と子ども家庭支援の連携が進んでいるかという

こと、体系立てた支援ができているのかということ、それ

から保護者への支援、子どもへの支援、親子関係の支援と

いうのはどのようなものが必要なのかということです。 

加えて、市区町村、児家セン、児童相談所の関係はどう

いうふうに考えるかということと、家庭や地域での子ども

の育ちを支える社会的養護の体制が十分なのかというこ

と。 

さらには、自立支援やアフターケアに関わる課題、そし

て最後に子どもの最善の利益を保障するために何が必要

とされているのかということで、課題を整理しました。 

この課題に取り組んでおられる先進的な自治体や機関、

施設に対してインタビュー調査をさせていただきました。 

ひとつひとつの事例についてお話するのは難しいので、

こうした調査項目に沿って調査をしましたが、その中から

どういった課題が見えてきたかということを少しお話さ

せていただきます。 

ことに小規模自治体における人材面、社会福祉士等の専

門職の確保が挙げられました。 

それから、ソーシャルワークができる人づくりも課題で

あるということも見えてきました。 

ケースワークに集中するためには事務が非常に多くて、

その事務専任の人材が必要だということが見えてきまし

たし、必要な職員数を確保するための人件費についても不

足していることが見えてきました。 

また、在宅支援の社会資源がないということもありまし

て、経済的な援助、それから人を派遣してもらうというこ

とが必要だということも分かりました。 

相談業務についてはやはり担い手を増やして、その担い

手の方が定着するための支援、フォローやバックアップな

ども必要となっています。 

学びということでは、専門性のスキルアップのことも指

摘されていましたり、大学で学生が継続的に社会的養護に

特化した学びができるようにということについてもご指

摘いただきました。 

それから、社会福祉士がきちんと専門職として地位が確

立されるようなことも言及されています。 

子ども家庭福祉の仕事の価値を高めていくということ

と、価値を示して理解していただくということについても

課題に挙げられています。 

子育て支援事業の担い手づくりについては、行政だけで

やっていくのではなくて、NPO や市民団体にも是非任せ

ていただきたいという声も聞かれています。 

一方で、費用面についての課題も出てきておりまして、

在宅支援をより多くの家庭に、より多くのサービスを届け

るということが重要ということで、自治体の負担軽減策に

ついて必要性が挙げられています。 

ショートステイは在宅支援の切り札であるという表現

もされておりまして、十分な活用のために安定的財源が必

要であるということです。 

里親支援事業やショートステイの一定金額を担保して、

経験年数や専門性のある職員の雇用継続のための事業費

が増えるような仕組みを作る必要があるということが指

摘されております。 

要支援児童に対して、民間団体への補助メニューという

のがなかなか地方都市で取り組みづらいところがあるた

め、そこは補助等についても、その地域で暮らす子どもと
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家庭の状況に応じて柔軟に活用できるようにする必要が

あるということも見えてきました。 

入所支援から在宅支援に転換すると、支援する側の経営

が不安定になっていくというジレンマについても指摘が

ありました。 

こうした課題は、やはり支援の継続性や一貫性、連続性

というものを担保していく点でも非常に重要な点である

ということが理解できます。 

考察のところはたくさんスライドを用意していますが、

専門領域を超えた支援が必要であるということで、子育て

支援から要保護児童福祉施策までの領域の機能を活用し

ていくということが、ひとつ重要になるかと思います。 

また、家庭支援を充実させていくということの中では、

各施策や領域が持っている役割や境界線というのを、それ

ぞれが持っているカラーがにじむような形で馴染ませて

いく、境界線を作らずに馴染ませていく必要があるのでは

ないかということがあります。 

それから、先行研究によって年齢による切れ目があると

いうことと、年齢に応じて関わっている専門分野が異なっ

ているということ等がありますので、3歳未満、3歳から

就学前までというのは母子保健と子育て支援中心のポピ

ュレーションアプローチで支援しておりますけれども、就

園しているかそうでないかで切れ目ができていたり、年齢

で切れ目ができていたり、母子保健と子育て支援の領域間

で切れ目ができていることが分かっています。 

それから就学後に関しては、教育分野におけるニーズ把

握が主ですけれども、普遍的に利用できる社会資源が少な

いということと、就学後でも、中学生や高校生になります

と子どもが学校以外に利用できる社会資源がほとんどな

くなってしまうということがあります。 

そういう意味でも包括的な支援をしていくために、個別

のケアマネジメントと、それからケアプランの作成が非常

に重要ではないかということと、敷居が低く、安全で安心

できる居場所の中で家庭支援を要する状態にある子ども

と家庭のニーズを把握していく必要性があるということ

が指摘できます。 

また、実質的にソーシャルワークの機能を果たしていく

ということも見込んで、実際に取り組んでいかなければな

らないということがありますが、自治体の中にはこうした

ケアマネジメントというのが難しいという実情もありま

すし、ソーシャルワーク機能に至っては人材がいないとい

うことも含めて、今構築に向けてかなり課題が多くありま

す。 

そうしたところで、個別のケアマネジメントと、それか

ら環境調整を含むソーシャルワークがセットで実施され

るような体制を市町村の中に作っていくことが必要とさ

れています。 

最後ですが、在宅支援が十分に行われるということに関

しては、社会的養護の持っている専門性や、要保護児童や

家庭に対する支援に対するノウハウを、子育て支援と接続

しながら提供できるということが非常に重要で、そのこと

が、子どもが家庭で育つということの権利の保障にも繋が

っていきますし、在宅生活ができるということは子どもの

パーマネンシー保障にも寄与するのではないかというこ

とです。 

アクセシビリティのこともありますが、時間がきており

ますのでこちらをご覧いただければと思います。 
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 シンポジスト： 

  林  浩康（日本女子大学人間社会学部教授） 

    相澤  仁（共同代表／大分大学福祉健康科学部 教授） 

    上鹿渡 和宏（早稲田大学人間科学部 教授、早稲田大学社会的養育研究所 所長） 

    事例発表の皆様 

  古屋 康博（児童家庭支援センター「和」やわらぎセンター長） 

千葉 麻衣（むぎのこ幼児部門ディレクター） 

鈴木 友佳（むぎのこ学童部門ディレクター） 

傘  正治（社会福祉法人熊本社会福祉協会熊本乳児院フォスタリング機関 

アグリ統括責任者） 

渡邊  守（NPO法人キーアセット代表） 

小坂 章乃（石川県白山市こども子育て課主査） 

酒井 幸子（社会福祉法人 いしかわ福祉会 いしかわこども園 にこにこ広場） 

山田 克芳（社会福祉法人尾道市社会福祉協議会子ども第三の居場所尾道拠点 

マネジャー） 

佐藤 まゆみ（淑徳大学短期大学部教授） 

 

 助言者： 

   山縣 文治（関西大学人間健康学部 教授） 

    中野 孝浩（厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長） 

 

  コーディネーター：  

藤井 康弘（代表幹事／東京養育家庭の会参与、元厚生労働省障害保健福祉部長）   
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コーディネーター 

 藤井 康弘 
（代表幹事／東京養育家庭の会参与、 

元厚生労働省障害保健福祉部長） 

 

 

 
それではディスカッションを始めます。 

手順としては、まずシンポジストの 3 先生に、先ほど

の事例発表も踏まえて、次回の児童福祉法改正に何を望む

か、課題として何を取り上げるべきで、どんな施策が考え

られるのかについて、それぞれの個人的な思いも含めて

10分程度でプレゼンをお願いします。 

そのあと 3 先生のご意見も踏まえて、私のほうから先

ほど事例発表をしていただいた方々にそれぞれコメント

なり質問をさせていただきます。 

本日ご参加の皆様からのご質問もたくさんいただいて

おりますが、その中でいくつかだけでもご紹介できればと

思います。 

そのあと最後に 30分ほど、3先生と助言者のお 2人に

も入っていただいて、いくつかの論点について議論できれ

ばと思います。
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シンポジスト 

 林  浩康 
（日本女子大学人間社会学部教授） 

 
 

 

 
新しい社会的養育ビジョンの意義のひとつとして、今回

のテーマに関わることとして、社会的養育という包括的な

概念が位置付けられたということと、社会的養護について

再定義されたということだと思います。 

社会的養護に関しては、ここにありますように 2 号措

置を含めて考える、その意図というのは、見守りから脱却

する、支援を内実化するということと、もうひとつは財政

的な裏付けを強化していくことです。 

こういうことが家庭復帰を促すということにも繋がる

わけですから、今回のテーマの強化に繋がると思います。 

親子分離された子どもたちの、パーマネンシー保障を視

野に入れた対応の在り方について、ビジョンの中では、1

番から優先順位がついているわけですが、こういう 6 つ

の対応を、優先順位をつけて明記しています。 

一番に優先されなければいけないことは、言うまでもな

く、家庭復帰に向けた最大限の努力を行い、ということか

と思います。 

ところが現実には、諸外国は司法が関与して、子どもの

時間感覚を考慮して一定のタイムフレームの中で家庭復

帰を促して、インテンシブなサービスを提供することによ

って、家庭復帰をどんなに長く見積もっても 1年半から 2

年ぐらいというスパンの中で考える、それが無理ならば養

子縁組を考えていきます。 

ところが日本の場合は、司法関与されているケースとい

うのは極めて限られているということが、一部の施設入所

の長期化の子どもたちのケースが児相のワーカーの担当

のケース数を引き上げているという側面があるのではな

いかと思います。 

一方で、いわゆる施設入所が長期化して忘れられる存在

としての子どもというのもいるのではないか、結局そうい

う長期化が、家庭復帰、或いは里親委託のチャンスを減少

させていくということにも結びついています。 

年齢ごとの子どもの措置期間とか、委託期間をどう児相

と施設が共有して見える化していくか、それに対する危機

感というのをどう醸成していくか、それを一定のタイムフ

レームの中で、パーマネンシー計画の作成ということを念

頭に置きながら、どう具体化していくかということです。 

これが 2 号措置の充実ということとも繋がっていくこ

とかと思います。 

在宅を基盤とした子どもたちの支援をどう考えていく

か、子ども中心にまず考えるということです。 

在宅の多くのお子さんの中には、やはり現実対応が必要

な子どもたちもいるかと思います。 

なかなか、保護者の改善とか、意識の変革というところ

が難しい中で、保護者による適切な養育提供が難しい場合

は、そうした機能を地域で提供していく、養育機能、居場

所機能を一時的断続的、色んな形態で家庭以外の子どもの

依存先を作っていく、それをコミュニティペアレントとか、

社会的共同親というふうに言えるかと思います。 

マクロなソーシャルワーク実践として、そうした資源の

開発とか、創造ということが重要視されなければならない

のです。 

ところが、これまでの子育て支援というのは、保護者と

か家庭を中心に考えてきたのではないか、そういう支援の
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在り方が非常に功を奏する保護者層というのもいるわけ

ですが、家庭を強化して、ある意味子育てをお任せすると

いうアプローチです。 

従って、市町村を中心とした代替養育というのが十分に

発展してこなかったというふうにも言えるかと思います。 

これからは、子どものケアを中心とした地域基盤型アプ

ローチという考え方も必要ではないか、ビジョンの中でも

「脆弱な生活基盤において家庭状況の改善が困難な場合、

子どもの立場を配慮して直接的な支援サービスを提供す

る」と記載されています。 

どうしても施設や拠点ということを考えると、アクセス

の問題もあり、或いは子どもが遠くで支援を受けなければ

ならないという現実もある中で、里親制度の活用というこ

とを、国も率先して進めていることかと思います。 

都道府県と市町村が連携することによって、お互いの実

践が見える化するとか、身近なところでより養育が可能に

なるという意味でも非常に有効かと思います。 

これまでの子どもを中心とした、そうした子ども在宅支

援のある意味での先駆的なグッドプラクティスの形成過

程例として、民間機関による制度に拘束されない柔軟な実

践によって、対応してきたのではないかということです。 

子どもの変化を通じて、保護者と繋がるということがさ

れてきた、その中で保護者支援プログラムというものが開

発され、親の自尊心促進プログラムとか、トラウマに配慮

した治療がなされたりというようなことです。 

しかし、不安定な財政基盤の中で事業の継続や人材確保

ということが難しい中で、持続可能なコミュニティミニマ

ムとしての財政支援ということを強化する必要があるの

ではないか、こうした包括的な支援サービスを行ってきた

民間機関というのは、ある種子どものケアワーク的な生活

支援、それから治療的なケア、ここは他機関との連携とい

うところも強いかと思いますが、施設の高機能化というと

ころとも今後結びついて、こうしたケアの均点化というの

は、里親家庭を含めて大きな課題かと思います。 

それから、ミクロなソーシャルワーク実践です。 

家庭をひらいて、ここではつながるというような表現を

しています。 

それ以外でも近年強調されていることとして、そうした

支援計画、或いはアセスメント過程に当時者が参画する、

具体的に言えば保護者とか子どもということかと思いま

す。 

それから、アドボケイトを中心としたアドボカシーの取

り組みの在り方ということが言われてきているのではな

いかということです。 

今後は、児家センだけではなくて色んな民間機関の厚み

をどう増していくか、そのための財政支援の強化をどう図

っていくか、行政はある意味モニタリング機能を強化して

いって、財政支援に回っていくということを今後進めてい

くべきではないかというふうに思っています。 

先ほどありましたように、このソーシャルワーク実践に

繋がるところです。 

介入後、リスクアセスメントをして介入はするけれども、

その後支援にどう持っていくかということが大きなテー

マになるわけです。 

ひらくとつなぐというふうに。 

ビジョンの中でも、生活支援ニーズをアセスメントして、

グレードを分けて支援していくというふうに記載されて

いますが、しかしやはり不透明な家庭状況を把握する限界

というものもあるかと思います。 

そうした状況の中で、家庭の持つ強みを含めた生活状況

を、当事者、保護者とか子どもとか親族と共に、協働でア

セスメントしていくというプロセスです。 

要支援や、特定妊婦の特定という言葉を、当事者の立場

から明確化していくということです。 

当事者の言葉をどう得られるかということが、非常に重

要になってくるということかと思います。 

ビジョンの中で、この参画ということに関してはこう記

述されています。 

「支援計画の作成過程に保護者や子どもといった家族

等の参画を促すことが、当事者がより主体的に支援計画を

遂行する責任を促すこと、保護者や子どもが今後を見通せ

ること、当事者の強みの発見など、親族による養育の可能

性、親族里親なども可能になる可能性もある」のではない

かというようなことが記載されています。 

それからアドボケイトに関わる部分ですが、子どもも含

めた意思決定の必要性ということもここに書かれており

ます。 

諸外国は、当事者参画に関してはコミュニティミーティ
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ング、先ほど応援会議とか、里親さんに対しても要支援家

庭についても実践されているということでしたが、そうし

たコミュニティミーティング、ファミリーチームミーティ

ングとか、ファミリーグループカンファレンスといったも

のを支援プロセスの中で開催していくソーシャルワーク

実践と、もうひとつは、子どもだけではなくて保護者のア

ドボケイトというか、そうした考え方も必要ではないかと

いうことです。 

ユースパートナーだけではなくて、ペアレントパートナ

ー、そしてインディペンデントアドボケイトはイギリスの

実践ですが、アメリカのいくつかの州ではそういった、当

事者が支援者になる、元社会的養護に子どもを措置せざる

を得なかった親御さんが、今度はアドボケイトとして、或

いは支援者として関わっているとか、社会的養護経験者が

アドボケイトとして関わっていくということがあります。 

或いはアメリカは、長い歴史のある CASA とか、そう

した実践もあるということです。 

子どもの立場からすると、支援された意見や意向を表明

するという考え方、それから保護者の立場からは、支援さ

れた意思決定の参画という考え方、そして専門職と当事者

が協働するとか、当事者が支援者として取り組むとか、或

いはそうした準専門職へのある程度の権限の付与という

のが与えられているのが諸外国です。 

例えばケース記録へのアクセスであったり、ソーシャル

ワーカーへの質問であったり、助言であったりということ

も実際には行われています。 

日本ではなかなかそこまでは難しいでしょうけれども、

参考になる取り組みではないかと思います。 

ビジョンの中で、家庭における養育環境、家庭と同様の

養育環境が提供すべき機能として、こうした高度な、ある

意味での機能を提示しているわけですが、大事なことは、

ここにありますように、こうした機能を家庭のみで遂行す

るのではなく、社会的な資源を活用しつつ具体化すること

が重要であるということです。 

ところが子どもを中心としたケアを考えた時、ショート

ステイにしても、トワイライトにしても、ファミサポにし

ても、導入している市町村の実施低迷であったり、或いは

ニーズがあっても利用されていない現状、アクセスの問題

であったり、利用料の問題であったり、年齢制限であった

りということです。 

トワイライトなどは特にそういう傾向が強いように感

じます。 

それから要支援児童への対応というのも、地域間の格差

が大きいのではないか、一部要支援認定することによって、

完全に非課税世帯だけではなくて、要支援家庭も無料化が

図られたりというところがある一方で、そうではない市町

村もあるということです。 

こうした市町村レベルの代替的養育の不十分さという

のは、里親養育支援にも反映されている部分があるのでは

ないかということです。 

それから、もうひとつの重要な、ビジョンで言われてい

ることと今回の繋がることとして、在宅支援と代替養育の

連続性を考慮した場合、実家庭と、場合によっては代替養

育を並行して活用するとか、里親家庭で生活しながらも、

必要に応じて施設を活用するような、3号措置における柔

軟な対応ということも非常に重要な視点ではないかとい

うことです。 

最後に、里親養育支援についてです。 

チーム養育ということが強調されていますが、実際はど

ういう支援が為されているのかとか、里親当事者としてチ

ーム養育というものを実感されているのかとか、或いはチ

ームで養育するというのならば、養育の社会化というのは

里親領域で進んでいるのかということかと思います。 

こういうことに関連することとして、施設か里親かとい

うような二者択一的な捉え方だけではなく、ビジョンの中

でも、里親家庭で生活しながらも必要に応じて施設で、先

ほど言いましたように、こうした柔軟な対応であったり、

或いは逆に施設側の子どもを、週末里親を定期的に活用す

るという里親さんの活用の在り方みたいなものも一時的

養育として考えられるのではないかということです。 

それから、なかなか里親家庭での当たり前の暮らしとい

うか、生活療法的なものだけでは子どもの回復が難しいケ

ースもあります。 

或いは保護者の方の治療的なケアが必要であったり、そ

こは施設の高機能化、多機能化に期待すべきで、局長通知

においてもこういうことが強調されている中で、今後里親

養育、一般家庭を含めて考えていくということが必要では

ないかということです。 
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私からの報告は以上です、ご清聴ありがとうございまし

た。 
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シンポジスト 

 相澤  仁 
（共同代表／大分大学福祉健康科学部 教授） 

 

 

 
5分間でということですので、ポイントだけ言います。 

まずビジョンで指摘している、養育のライフサイクル

を見据えた社会的養育システムを確立することが重要だ

ということです。こういった図のように具体的なそれぞ

れの発達段階とか年齢に応じた、多様なニーズに対応で

きるようなグラデーションを持った、重層的な養育支援

システムの構築が重要ということです。実際に構築しよ

うとすると、親になる準備期とか、妊娠期からの支援施

策の拡充とか、親子を対象とした家庭支援施策などが基

本的には必要になってきます。 

年長の自立支援については、青少年自立支援センター

のような、児家センプラス、自立援助ホームプラス、通

勤寮プラス、勤労青少年ホームの機能をもったセンター

ができると良いということです。 

妊娠期の支援であれば、妊娠検査費用負担などの支援

体制とか、実際に妊娠期から母子を継続的に支援する社

会的養護体制の整備が必要ではないか。 

その他に、やはり子どもの家庭を対象にした包括的な

保健システムの構築が重要ということで、身体的健康中

心の母子保健法からの家族全体を対象にしたバイオ・サ

イコ・ソーシャル健康を中心に据えた子ども家庭保健法

の制定が必要ではないかということです。 

家庭支援ですが、措置費としての指導で通所する場合

の通所費用については公費負担とすべきではないかと思

います。 

在宅支援としては、この図で示しているような緩やか

な連続性を持った、スモールステップによる子ども家庭

支援システムを構築することが重要ということです。例

えて言うならば、淡水域を在宅支援、海水域を代替養育

とすれば、在宅支援と代替養育を混合するような汽水域

の充実強化が必要だということです。 

我が国はこの汽水域の事業が非常に不十分なのです。

皆さんが言っている通りです。 

ですから、ソーシャルワークが展開しづらいというこ

とです。 

これは大分で行った調査ですが、実際に保護者のニー

ズ通りに提供できて、児相の方針通りに実施した場合に

は、家庭分離しないケースがどのくらいあるかというと、

なんと 4 割、最もその効果が高いのはショートステイが

最も高く、次いで保育所利用であったということです。 

その他にもこういった実際の家族療法とか、ショート

ステイ事業などの活用拡充などによって、例えば親子治

療的なデイケア事業とか、親子宿泊支援事業とか、家庭

養育補完事業のようなものを考えて対応していったらど

うかということです。 

相談マネジメントですが、地域共生社会の実現という

ことで柏女先生が言っていましたが、家庭全体を対象に

した包括的な在宅支援を取り組むような方向性が求めら

れていますので、子ども、家族のライフステージに対応

できるような、図で示したような子ども家庭支援拠点と

しての 4 つの相談機関の機能を持った、こういう総合セ

ンターを設置する必要があるのではないかということと、

ネットワークについても、要支援家庭を包括するような

ネットワークができると良いということです。 

更に、先ほど林先生が言っていたような複数の事業や

措置の活用を考えていく。ダブルで色んなものを使える

 



 

71 

 

緊急シンポジウム報告書 

ディスカッション 

ようにする、またトリプルでもいいのではないかという

ことです。 

社会的養護ですが、里親リクルートということですが、

これは時間の関係で飛ばします。 

里親類型も飛ばして、ただ類型として、ビジョンに書

いてある以外で私が必要としていると思うのが、自立支

援里親ということです。進学とか就職による転居先など

の広域での支援提供のための、委託解除後の就労生活支

援などから、結婚して我が子を出産する産前産後までを

支援するような、そういう里親さんが必要なのではない

かということです。また、妊産婦とか、母子を対象にし

た社会的養護体制作りも必要であろうということです。 

比較的専門的な家庭養護を必要とするような子どもの

受け皿として、里親夫婦と心理職か看護師、またはファ

ミリーソーシャルワークの活用ということで、4 対 4 の

高機能型のファミリーホームを創設したらどうかという

ことです。 

里親のファミリーホームを有効活用した、小規模化、

高機能化による家庭的養護の推進ということです。高機

能型のファミリーホームの導入により、小規模化、地域

分散化の推進及び高機能化の推進ということです。困難

性の高い子どもを支援している国立児童自立支援施設は

半世紀以上、小舎夫婦制を堅持しておりまして、夫婦で

の支援が効果的であることは明らかだと私は思っており

まして、こうした形態を導入することによって施設の養

育も家庭養護に近づけていくことが可能になるのではな

いかということです。 

それから、児童福祉施設の多機能化、センター化です

けれども、これは児家センを設置して、中心に据えて、

ソーシャルワーク系の機能と入所機能を併せ持った包括

的な乳幼児総合センターなどを児福法に規定したら良い

のではないかということです。 

そのためにも児家センの機能強化、設置促進をすべき

ということで、児相からの指導委託措置など個別的な支

援機能を充実強化するためには、やはり古屋さんの発言

にもございましたように、児童発達支援センターのよう

に義務的経費によって運営をできるようにすべきではな

いかと思います。 

社会的養育ビジョンでは、子ども家庭支援においては、

行政機関のみならず民間機関も役割を果たせるように、

事業委託とか財政支援を含めた検討が必要といっていま

す。家庭養育、家庭養護推進に向け、里親と施設等の民

間機関、児相との連携、協働により、地域全体での支援

体制構築のために施設の多機能化の推進等により、民間

機関を中心に、フォスタリング機能をはじめとする確固

たるソーシャルワーク体制の構築が必要ではないかと思

います。 

具体的には、児相の業務軽減のために児家センへの指

導委託など、依頼するためにも、①～⑤のような業務を、

義務的経費である措置費の支弁を受ける社会的福祉事業

として児福法に規定して、制度化して、施設等の民間機

関がこれらの事業に取り組むインセンティブをすること

が大事ではないかと思います。 

最後ですが、民間機関が新事業に踏み出し、その機能

の充実強化や支援の質の向上をさせるためのインセンテ

ィブとなるように、入所機関を含めて、措置費の体系を

抜本的に見直して、民間機関のパフォーマンスの向上に

応じた措置費を増加する仕組みにすることが必要だとい

うことです。 

以上です、ご清聴ありがとうございました。 
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 上鹿渡 和宏 
（早稲田大学人間科学部 教授、 

早稲田大学社会的養育研究所 所長） 
 

 
最初のスライドに柏女先生にご提示いただいた中から、

この点について話ができればと思って書いてあります。 

新たな社会的養育体制構築の中で、この社会的養護に

おける家庭養育移行の動きを、予防的対応や家庭支援に

どうやって繋げていけるかということで考えています。 

今回は本当にありがとうございました、それぞれの

方々からのご報告の中で、事前に資料を見せていただく

ことができましたので、そこから大事な点を自分なりに、

青字にしたところが特に共有したいところで書きました

ので、皆さんにまた共有いただければと思います。 

特にこの最初の和（やわらぎ）の発表で、大事な点が

本当に整理されて具体的な実践から提言されていました。

実はこの和さんのお話は、フォスタリング機関ガイドラ

インが作られた時に、施設の多機能化、高機能化のガイ

ドラインも作られていたんですけれども、その時にこの

施設長の出納さんがいらっしゃってお話をしてください

ました。 

その時のとても印象的な言葉があります。「児家セン

あっての施設であるということを、この児家センの取り

組みをすることで思いました」ということをおっしゃっ

ていました。 

施設があって、その中に児家センの機能があるのでは

なくて、児家センがあって、そこに施設ケアというもの

がある、そういう考え方で進めていくような内容ですと

いうようなことを伺いました。 

それが今回のお話の全てを包含するような内容だなと

思って、先に紹介をさせていただきました。 

あとは、むぎのこさんでしたら、家族にどうアプロー

チするかというところですとか、熊本乳児院さんでは連

携を前提とした多機能化であるとか、キーアセットでは

里親だけではなくて全ての家庭にとって暮らしやすい地

域社会をどう作るのかということが言われていました。 

また、石川県の保育についてはここにあるような形、

この動きに合わせて、全ての親子への支援もできないか

なということを思ったところです。 

また、居場所事業では子ども支援を通した家庭支援と

いうことで、林先生の中にもありましたけれども、とて

も重要なことが既に為されていて、その成果として提言

されていたと思います。 

最後に、委託事業で行われた厚労省の研究の結果です

けれども、家族維持や家族再統合をもとに、社会的養護

をどうするかを考えるということが大事だということで

す。 

社会的養護をもとに予防を考えるという、そういう方

向性で私自身もずっと取り組みをしていますが、反対に

家族維持、家族再統合のほうから社会的養護をどうする

のか、最初の和さんが言われたような方向性ですが、そ

ういった形で考えていくということで、次の動きが作っ

ていけるのではないかなと思います。 

「一緒に生きてくれる人を失った子どもたちにとって、

一緒に生きてくれる人が見つかる場所であってほしい」、

これは社会的養護を経験した当事者の方の言葉で、私も

大事にしている言葉ですが、こういう場所を作る、それ

は施設であっても里親であっても、こういった場所がと
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ても重要だということで言ってくれているわけです。同

社会的養護の場を一番よい場所にしていくと同時に、「そ

こに至る前に自分の親を助けてほしかった」という、こ

れは里子さんの声ですが、そのような声もあることに留

意する必要があります。 

この両方に応える形でしっかりと取り組むべきであっ

て、この虐待対応で言いますと、早期発見、介入の前に

ある予防のところ、そういった事態にならないようにす

る、親を助けるということ、そして早期発見、介入後の

社会的養護という中では、一緒に生きてくれる人がいる

状況を作っていく、これを家庭養育優先原則で進めいく

という方向になっていますが、両方にしっかり取り組ん

でいくことが大事です。 

その取り組みの具体的な例として、先ほど相澤先生の

スライドの中にもありましたが、里親ショートステイと

いうのが、まずは取り組むものとしてとてもいいのでは

ないかということで提示いたしました。 

市町村が直接委託することができることになったわけ

ですが、その資料の中にも、フォスタリング機関等によ

るショートステイ中のバックアップも想定されていると

いうことで、これがまさに社会的養護と予防的なところ、

家庭支援というものを繋げていく、具体的な取り組みに

なるのではないかと思います。 

様々な方法があるかと思いますが、ショートステイ里

親は関係する親、里親家庭、その里親支援、フォスタリ

ング機関の方々、それを実施している施設や児家センの

方、そして一番は子どもですが、その全てにとって利益

のある、良いことが起こる取り組みではないかなと思い

ます。 

まずこれから取り組んでみることが、いいのではない

かと思います。 

それと、今回は他のところであまり言われていません

でしたが、今日も民間機関の取り組みのお話が多かった

のですが、民間が増えていく中で、その実践の評価、特

にフォスタリング機関の評価をどうするか考える必要が

あります。それを通して、これまである施設やファミリ

ーホーム、児相や一時保護、全ての評価についても再検

討ししっかりしたものを作っていく必要があると思って

います。 

ファンドレイジング機関の評価については、まだ先の

話だと思われるかもしれませんが、ビジョンの中でもこ

ういった形で書き込まれており、また目標としてもこの

ような形で書かれてありました。 

また、最近も色々なところでこの評価についての話は

既に始まっていまして、国レベルでの評価機構について

も検討していくべきだというご意見ですとか、議連のほ

うでもこういった形で意見が提出されているということ

で紹介しました。 

先ほど申し上げた子どもの声、この声は社会的養護の

もとにある子どもの声ですが、実はそれは全ての子ども

の声です。 

今は家で暮らしている子どもたちの声でもあるかもし

れないということで、この声に応える対応をしていくこ

とで、全ての子ども、家庭に応えていくような形になっ

ていく、そんな取り組みをしていくことがこれからとて

も重要だといます。 
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ディスカッション 事例発表者へのご質問等 

 

 
藤井： 

それでは事例発表をいただいた皆さんにいくつかお聞

きしていきたいと思います。 

はじめに和の古屋さんの、先ほど上鹿渡先生からもコ

メントがありましたが、児童相談所とか市町村との他機

関連携をベースにした児家センの包括的な実践の素晴ら

しい例だと私も思うのですが、ひとつだけ参加者の方か

らご質問をいただいております。 

日本財団からの支援による大分県内 2 か所の児家セン

の開設とあって、宿泊型の児家センは具体的にどんな活

動をされているのか、和と同じような親子再統合プログ

ラムとか、子ども食堂とか、里親レスパイトなども行う

予定でしょうか？という質問ですが、如何でしょうか。 

 
 

 

古屋： 

まだ実は開設していなくて、今年度中に開設する予定

です。 

基本的には和で行っている同じような、ショートステ

イであったり、里親レスパイトであったりを行う予定に

しております、児相の指導委託を含めてです。 

プラス里親支援というのも大きな柱として考えており

ます。 

 
 

藤井： 

期待が高まるところですね、是非よろしくお願いいた

します。 

あと、在宅措置の制度化、義務的経費化という強い要

望がありましたが、中野課長、突然振って恐縮ですが、

出された例で、委託費の金額が国の基準の 6分の 1にな

っている自治体があるということだったのですが、こん

なことがあり得るのでしょうか。 

 

中野： 

厚生労働省家庭福祉課の中野です。皆さん大変お世話

になっております。 

在宅措置指導の関係では、FLECでもおなじみの児家セ

ンの協議会の橋本会長からもいつもお叱りを受けていま

して、10万円は非常に安いんじゃないかと言われている

のですが、その 10 万円の更に 6 分の 1 というお話です

よね。 

これは皆さんご存知の通りですし、これまでの議論の

中でも触れられていたのですが、いわゆる補助事業でし

て、補助額等も自治体のほうが判断をして決めるという

話になっています。国の補助基準額の 10万円というのも

実はもともとは期間を問わず 1 ケース 10 万円というこ

とだったのを改善して、1か月当たり10万円という形に、

徐々に改善してはきているのですが、ただやはり自治体

の補助事業で義務的経費化されていない状況の中で、実

態としては厳しい状況のところが多いというのが実情で

す。 

古屋さんから、さっき 64万円かかるところが 10万円

ということで、非常に熱心に取り組んでおられると本当

にかなりコスト的に見合わないというご指摘をいただき

ましたが、恐らく今日議論になっている在宅サービスの

部分、在宅で本来色んなサービスが充実するべきだとい

う今後の議論になっているところですが、こうした在宅

サービスの部分も児家センのほうで対応されているから

こそコストがかかるのだと理解しています。 
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今後児家センの在り方については、在宅サービスを充

実させることとの関係を含めて検討が必要ということか

と思います。児家センの皆さんからは、頑張りを美談に

してはいけないという厳しいご指摘をいただいたところ

ですが、その課題解決については、在宅における家庭支

援のサービスの充実を図ることと上手く両方で折り合い

をつけていかないといけないのではないかと感じた次第

です。 

コメントみたいな話で恐縮ですが、以上です。 

 

藤井： 

それでは次にむぎのこのお 2 人、障害に関わる児童発

達支援センターを中心にして、地域一帯の障害児、或い

はそのお母さんをはじめとした家族、更に地域内に住ん

でいらっしゃる多くの里親家庭とかファミリーホームま

で、本当に地域全体として包括的に支援されている、こ

れは全国でも稀有の素晴らしい実践だと思いますが、普

段むぎのこでお仕事をされていて、同じようなことを他

の地域でやろうとした時に、何が大事なのか、或いは行

政や制度としてどんなことを考えれば、同じようなこと

を他の地域でもできるのか、何か思いつくようなことが

あれば少しお話いただければありがたいです。 

 

むぎのこ： 

やはり制度が分断されないということが大切だと思い

ます。 

 
それは障害児と子ども分野というのを分けるのではな

く、同じ子どもとして日本の施策全体がフラットになっ

ていくというのが必要なのかなと思います。 

先ほど発表したようなむぎのこでの児童発達支援セン

ターの手厚い家族支援ができるということは、まだ全国

的にはあまり知られていないのかもしれません。 

しかし児童発達支援は、自閉症や愛着に課題のあるお

子さんの専門的な関わり方をしています。 

やはり制度がフラットになることで、児童発達支援が

虐待や、愛着の形成に障害を持っているお子さんという

困り感のある子どもとか家族を一手に担うという意識が、

制度がフラットになることで自治体にも生まれてくるの

ではないかと思います。 

 

藤井： 

やはり制度のフラット化というか、垣根を超えて支援

していく、むぎのこのやり方は本当に制度がどうこうで

はないですよね。 

目の前にニーズがあるから、そのニーズに対応してい

くにはどうすればいいかというところから発想されてい

るような、そんな感じで受け止めております。 

ありがとうございました。 

次に熊本乳児院の傘さん、乳児院というか、施設によ

る多機能化の実践として、本当に頑張っていただいてい

ると思うのですが、おっしゃる通り、関係機関の連携で

最も重要なのがお互いの信頼だというのは、私もまさし

くその通りだと思うのですが、その意味でも県内 3 つの

フォスタリング機関の連携の協議会、これは大変面白い

取り組みだと思います。 

何か実際に既に協議されていたり、何か具体化されつ

つあるような事業、できつつあることがあればお伺いし

たいです。 

 

傘： 

ご質問ありがとうございます。 

 
それぞれが熊本県、熊本市のほうから受託をしている

わけで、お金の出所はちょっと違うわけですが、まずリ

クルートとしまして、様々なところへのポスターの掲載

等につきましては、相互に情報を共有して、熊本県、熊

本市、そういう地域を跨いで協力してポスター掲示もさ

せていただいております。 

それから 10月の里親月間がございますが、それにつき

ましても 3 機関の中で、今どういうふうにやっていこう
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かということで取り組みをしているところでございます。 

 

藤井： 

あと何か国の制度の関係で、要望等ありましたら教え

ていただければと思います。 

 

傘： 

フォスタリング機関アグリという形で私は参加させて

いただいていますが、先ほどの児家センの絡みで申し上

げますと、やはり私どもは 24 時間 365 日対応している

ところで、泣き声通告等につきましても児童相談所さん

と連携しながら、夜間帯時間問わず動いております。 

実際に経費という部分で言いますと、例えば指導委託

の部分、実はこれにつきましては、別に 1 ケース受けた

らそれについて 10万という形ではなくて、年間ペースが

決まっていて、プラスアルファがないというところです。 

ですから、そういった義務的経費という部分について

は、是非なんとか制度をしっかり組み上げていただきた

いという要望を持っております、以上です。 

 

藤井： 

それでは次にキーアセットの渡邊さん、参加されてい

る方々から結構たくさん質問をいただいておりまして、

全部はご紹介しきれないので、ひとつだけお願いしたい

のですが、委託児童と里親家庭の養育環境の違いによる

文化的衝突を避けられない場合、更に相互間の歩み寄り

がそれでもなお得られないような場合に、関係者はどん

なことを意識して関わっていくことが大事かというご質

問なんですが、お答えいただけますでしょうか。 

 

渡邊： 

本当に大切なご質問ですし、これが答えですというも

のがないのが厳しいところでもあると思うのですが、恐

らく養育里親を経験された方でしたら皆さん共感してい

ただけると思いますが、里親委託があれば、小さなもの

であっても必ず文化の衝突というのはあると思います。 

 
それは例え 3日であっても 1週間であっても、或いは

長期に渡っても、それは過去を共有していないというと

ころから起きてくる部分だと思います。 

ですが、文化の衝突が子どもの不利益になるような、

或いは里親家庭の家庭そのものが崩壊してしまうような

ものにならないようにする術というのは、関係機関とい

うお話がありましたが、ソーシャルワークの役割になっ

てくるだろうと思います。 

子どもが自分の文化を、歩み寄るという表現が正しい

のかどうか分かりませんが、里親家庭の文化に合わせる

のは本当に大変だと思います。 

里親はもちろん、子どもがどんな文化を持っているの

か分からないという部分でもかなり苦労されると思いま

す。 

それがその子どもの特性なのか、或いは経験不足なの

か、或いはそういう文化の中で育ってきたのかというと

ころも、里親さんは分からないこともたくさんあります。 

そこを如何に想定の範囲を広げておいて、養育に臨め

るように準備をしておくのかというところも大事ですし、

悩みながら、時にはもがき苦しみながらでも、子どもの

成長、変化というものをしっかり関係機関、もっと言う

とソーシャルワーカーが里親としっかり確認をしながら、

歩み寄った部分がその子どもの生活、成長に必ず成果と

して出ているのだというところを確認していくところが

非常に重要だと思います。 

子ども側に関しても、里親側に関しても、特に子ども

側に関して言えることは、自分がそれまで持ってきた、

経験してきた文化というものから少しずつ里親家庭の文

化に変える、それは子どもにとって利益になる場合に限

ってですが、その場合に、里親側も同じですが、それが

ポジティブな結果に繋がる、それが心地よいものに繋が

るのだということを、小さな経験を少しずつ積み重ねて

いくということが非常に重要だと思います。 

私は個人的には、里親家庭の側のほうがまずは子ども

の文化の衝突という部分に対しての理解を深めていく、
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その理解を深める助け、一緒に考えるというところにソ

ーシャルワークの役割のひとつがあるだろうと考えてい

ます。 

お答えになっているか分かりませんが、一旦ここで終

わります。 

 

藤井： 

ありがとうございました、確かに私も里親の 1 人です

が、なかなか難しい問題ですね。 

もうひとつ、渡邊さんはこのフォスタリングという分

野のいわばトップランナーの 1 人として、何か制度改正

に向けた具体的な要望はありますか？ 

 

渡邊： 

皆さんがお話をしてくださっていますが、やはり義務

的経費化していくことが非常に重要だと思います。 

一方でフォスタリング機関が、義務的経費化を目指す

上でどんな成果を出していくのか、それが地域社会、子

どもの育ちにとってどういうポジティブなものになって

いくのかという部分はしっかり、しっかりというのは抽

象的な表現で申し訳ないのですが、ある程度納税者の

方々にご理解いただけるような発信の仕方ができるよう

な成果設定をしていく必要があると思います。 

そのためにも、上鹿渡先生がおっしゃいましたが、今

後フォスタリング機関に限らず社会的養護のサービスを

提供する側としては、しっかりそのサービスの内容が評

価されるような形というのが重要だろうなと考えていま

す。 

是非とも政策としてそのあたりを充実させていただき

たいと思っております。 

 

藤井： 

ありがとうございます。 

それでは白山市のお二人、ショートステイ等々、保育

所が地域の子育て支援に対する支援メニューを拡充する、

更に例えば一般家庭だけではなくて、里親家庭も含めた

全ての子育て家庭が、地域のいずれかの保育所に登録し

て、保育はもちろんですが、必要に応じて相談からアセ

スメント、支援計画作りとか、ショートステイ等々の支

援を受ける、いわば保育所が全国遍く地域の子育て支援

の拠点となっていくというような方向というのを、私は

プレゼンを聞いていて夢想したようなところがあるので

すが、そんな方向は先々考えられるとお思いになります

か？ 

例えば県内でも他の地域に広がって、今まさにされて

いるようなことが広がっていくのかどうかとか、感触と

いうか、イメージでも結構です。 

 
 

小坂・酒井： 

広がっていけばいいなという願いは持って、色んな健

診とか、色んな場で紹介はさせていただいています。 

そんなにハードルが高くならないように、気軽に周り

の身近な幼稚園、保育園に関わっていけたらなというこ

とを願っています。 

 
 

藤井： 

ありがとうございます、なかなか難しい質問でした。 

それでは尾道の山田さん、プレゼンの中で、例えば楽

しかった経験の共有というのは、私たち里親も、親子の

絆みたいなものを維持していく上ですごく重要だという

ふうに常々思っていて、やはり里子たちとそうした経験

を共有するということを常に心がけているつもりですし、

学習というのも、私も当然子どもらに勉強を教えるわけ

ですが、身近なところで小さな成功体験を積み重ねられ

るとか、或いは物事を色々考える習慣をつけるとか、案

外効用は大きいのではないかと私も思っています。 

この事業は元々日本財団の助成事業で、3 年後からは

自治体による支援に切り替わるということですが、実際

尾道も含めて、各拠点において自治体がしっかり跡を継

いで支援してくれているという流れにあるのでしょうか。 
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山田： 

尾道市の場合は、幸い市長のほうが是非やりたいとい

うことで、必ずしも補助金がついていかなくても自治体

の経費でやろうということで、かなり前向きに取り組ん

でいるというところが本市の場合においては非常に大き

いと思います。 

 
ただ他の実施自治体を聞くと、例えば首長が選挙で変

わってしまったり、必ずしも恵まれた環境にない中で、

やはり法的根拠がない施設ですので、どんな補助金を活

用できるのかなということも財団さん含めて色んな自治

体が検討していますが、そうしますとやはりどの補助金

を取ってこれるかというような、主客転倒した話になっ

てしまいがちでして、本来地域ニーズに合った支援を展

開できるということがこの事業の特色のひとつなのかな

と思うんですが、この補助金がなければやっていけない

ということになると、やはり真に地域のニーズに沿った

運営がなかなかできにくいのではないかということを危

惧しておられる団体さんもいらっしゃると思います。 

 

藤井： 

ありがとうございます、やはりかなり自治体のスタン

スに影響されるということですね。 

最後に佐藤先生、簡潔に、先生の整理ですとまさに課

題山積で、なかなかこれを全部来年の児童福祉法の改正

でやっていくというのも大変だと思いますが、先生の目

から見て、喫緊の課題というか、特に優先順位の高い課

題があればいくつか挙げていただければありがたいです。 

 

佐藤： 

お話させていただく内容が、かなりかいつまんで概要

の概要みたいな形になってしまったので、全部お伝え出

来なかった面もありますが、恐らく今の市町村の状況を

考えていきますと、やはり子ども家庭福祉の分野は縦割

りになっておりまして、それぞれの領域ごとの専門性と

いうのをベースに支援が展開されている面がありますの

で、横断的な施策の活用のためには、やはりケアマネジ

メントをまず個別に丁寧にやっていくということと、そ

れが可能になるためには、社会資源が地域の中にどのよ

うに散らばっていて、どこをどのように繋げば活用に結

びつくかということを全体的にアセスメントした上で、

プランニングからモニタリングのところまで含めて一体

的にできるソーシャルワークの活用をするための拠点の

整備が課題です。 

ですので、市区町村子ども家庭支援総合拠点の中で、

今縦割りになっている社会資源を結びつけていくという

ことが必要になると思っています。 

その中で、市町村、自治体が基礎的な生活圏域として

社会的養護の資源についても知っていくということが必

要かと思います。 

各領域が何をしているかということをお互いに知り合

うことも、資源を活用していく上で非常に大事な点だと

思っています。 

 
それから、子どもの立場や保護者の方の立場から考え

た時に、ご本人たちに力があるということを前提として、

支援に結びつくことができるように考えていくと思いま

すが、やはり予防というところで考えていく時に、支援

されるとか、援助されるという立場性があって、支援す

る方と、支援を必要としている子どもや家庭が協働で一

緒に課題に取り組んでいくパートナーとして捉え直して

いかれることが、改めてとても大切ではないかと思って

います。 

そのことが、支援やサービスを利用するということの

敷居を下げ、心理的な障壁を除きアクセシビリティを良

くしていく、そういうことでも必要な対応なのかなと思

っております、以上です。 
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藤井： 

ありがとうございました、それではここまで出てきた

諸々の論点、数限りなく論点がありますが、ほんのいく

つかしか取り上げることができませんが、少し掘り下げ

てみたいと思います。 

まずひとつは、本日のテーマに沿った論点として、林

先生がおっしゃっていた家庭支援、在宅支援と、社会的

養護、代替養育の地域における連携とか融合とか、チー

ム化ですけれども、これは大変重要な方向性のひとつで

はないかと思います。 

私も普段里親をやっていて、例えば母子家庭のお母さ

んが入院している間の数週間とか、ひと月ちょっととか、

一時保護委託とか短期受託という形で子どもを受託した

経験が何度かありますけれども、こうしたことがその家

庭に対して継続的にやれれば、里親も地域の社会資源の

ひとつとして認識されて、場合によってはそこの家庭と

の交流も生まれて、それがその家庭への支援に繋がって

いく、まさに家庭支援と社会的養護の連携という形にな

るのではないかと思ってきたりもしています。 

相澤先生も上鹿渡先生も、里親ショートステイという

具体的なご提案もありましたが、このような家庭支援と

社会的養護における支援の連携、或いは面的な協働を進

めていくとして、では国の制度として具体的にどんな施

策を講じたらいいか、何を優先的に取り組んだらいいの

かということなど、改めてそれぞれの先生にお伺いした

いと思います。 

林先生から、相澤先生、上鹿渡先生、それからできれ

ば助言者でいらっしゃる山縣先生にもお伺いできればあ

りがたいと思います。 

では林先生からよろしいでしょうか。 
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林: 

コミュニティペアレンツというか、社会的共同親のひ

とつの資源として、里親さんを活用していくという理解

でよろしいでしょうか？ 

 

藤井： 

それに限らず、先生もおっしゃっていた社会的養育の

世界と、家庭支援の世界のチーム化というようなことを

考えた時に、国の制度としてどんなことをやっていけば

いいのかという視点からということです。 

 

林： 

実は市町村レベルの代替養育が発展しない背景の中に

は、制度的なものというよりは、市民とか国民が持って

いる養育観というか、やはり一か所で育てなければなら

ないという思い込み、或いは家庭で育つことが子どもの

幸せだという価値観というか、養育観が政策にも反映さ

れています。 

市町村は特に、できるだけ家庭でということです。 

しかし、結局そこで放置される子どもたちがいるし、

或いは子ども自身が手厚く他の人に可愛がられる体験と

いうのは、非常に自尊心の向上にも繋がっていくし、別

にアタッチメントの形成というのは主たる養育者だけで

はなくて、複数の養育者のもとで形成されるということ

は言われているわけですから、預けるという感覚ではな

くて、子どもの成長や発達のために必要なんだ、複数の

養育体制というのが必要なんだという価値観をまず共有

するというところから、里親養育も含めて考えることが

重要で、そういう価値観に基づいて、保守的な養育観で

はなくて、そこを離れて代替養育をもっと市町村でも進

めていくという問題意識を持つことの必要性だと思いま

す。 

 
 

藤井： 

ありがとうございます、確かにそこは本当に重要な点

で、そこの意識が変わっていかないと施策といってもど

うにもならないですね。 

では相澤先生、よろしくお願いいたします。 

 

相澤： 

先ほど藤井さんがむぎのこに話を振って、むぎのこの

ほうは大体事業を先に考える、ニーズに合わせて何がで

きるかを考える、これが基本中の基本というか、これが

大事だと思います。そういうことを考えるとやはり今の

ショートステイとか、代替養育とか、ニーズに合わせて

複数の色々なものを有効活用できるようなシステムを作

っていくことが一番重要で、例えば母子生活支援施設に

入っている母子に対して、家事ができなければ家事支援

も併せてやるとか、そういうニーズに合わせた複数の事

業なり措置なりを使って応えていくようなシステムをど

う作っていくか、いきなり全部はできなくても、そうい

うものを少しずつ進めていくということが必要だと思っ

ています。 

 

藤井： 

ありがとうございます、それもケアマネジメントとか

ソーシャルワークと言われる世界ですね、そこの支援が

しっかりできていないといけないということなんでしょ

うね。 

 

相澤： 

そういう意味でのソーシャルワークをきちんとできる

機能を、民間ベースでちゃんと持って、ニーズに対応で

きるような、そういうシステムを作っていくということ

は必要であり、おっしゃる通りだと思います。 

 

藤井： 

ありがとうございます。 

上鹿渡先生お願いいたします。 

 

上鹿渡： 

今日出していただいた実例がとても大事だなと思いま
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す。今ある制度の中でも、できないけれどニーズがあっ

てそこに対応しなければならないという中で、それぞれ

工夫してやっていることが今日たくさん挙げられました

が、それを他のところでもできるようにということで、

今日財政面や人材面の課題が挙げられていましたが、そ

ういったものをしっかりできるような形にしていくこと

が必要だと思います。 

厚労省のほうでもモデル事業のようにして、各自治体

でそういうことに取り組んでもらい、好事例ををしっか

りと取り上げて広げていこうという方向になっていると

思います。是非しっかりと実践の成果を見ながら、新し

い制度にそれを結び付けていくということを国の役割と

して是非進めていただきたいと思います。 

現場の方々が子どものためにと思って頑張った結果が、

本当に子どもにとって良い成果となるような制度を作る

ことがとても重要で、今ある制度だと、一生懸命頑張っ

ているけれど、子どもにとって良いことができていない

という中で、現場の方々も本当に疲弊して、あるところ

でできなくなってしまうことが起きていると思います。

頑張ったら良いことが起こるようなシステムを是非皆で

作流ことができたらと思います。 

 
 

藤井： 

ありがとうございます。 

山縣先生お願いしてもよろしいでしょうか。 

 

山縣： 

今 3 人の先生方が言われたことについて、全く異論は

ありません、その通りだと思います。 

逆に違う話を 1点加えたいと思います。 

ただ、これはあくまでも山縣個人の話であって、社会

教育専門委員会の委員長という立場では決してないとい

うことをご了解いただきたいと思います。 

何かと言いますと、今の里親制度は児童相談所との関

係が強くて、都道府県の制度、児童相談所設置市までの

制度になっています。 

このままだと、地域の資源化という時にどうしても限

界がありそうな気がするのです。 

少なくとも普及啓発という意味では、都道府県よりも

市町村のほうが絶対住民の顔が見えていますから、間違

いなく里親探しとかそういうところに強みを発揮するの

ではないかと思います。 

更に今言われたような、里親さんに色んな機能を期待

するならば、できれば市町村と共有できるような、場合

によっては措置も、日本の制度はないけれども、児相か

らも市町村からも措置できるとか、或いは町村までが難

しければ、せめて福祉事務所レベル、市レベルまで落と

して考えていくと、広がり度とか認知度が高まっていく

のではないかということを、今日のお話から、元々私が

考えていたところを追加させていただきました。 

 

相澤： 

1点よろしいでしょうか。 

大分では、現在 4 つの市に家庭養護推進員を置いてい

ます。 

市町村レベルでやると、やはりリクルートというか、

普及活動にある程度効果がありそうに感じます。まだ 4

月ぐらいから始まったばかりで 3 か月間ですけれども、

市町村にきちんとそういう支援員を置くというのは効果

がありそうだなという感じがしています。 

 

藤井： 

ありがとうございます、確かに、先ほど私が申し上げ

た我が家の例でも、家庭に子どもが帰ったあと、市町村

はなにがしかの支援をしているはずですけれども、その

市町村の支援と里親たる我が家による支援とは全く分断

されているわけです。 

それもとてももったいない話だと思いますので、そこ

が山縣先生、相澤先生がおっしゃるように上手く結びつ

いていけば、もっと層の厚い支援ができるのではないか

と私も思います。 

それでは次に、ちょっと話題が変わるのですが、時間

の関係もあって本日の事例発表には組み込めなかった大

事なカテゴリーとして、自立支援、就労支援から措置解
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除後のアフターケアに至る流れというところがあります。 

相澤先生からは提案も出ていましたので、この自立支

援からアフターケアに関する施策について、特に林先生、

上鹿渡先生、それぞれ簡単に何かコメントをいただけれ

ばありがたいと思います。 

 

林： 

今私自身が関わらせていただいているのが、社会的養

護の経験者のインタビューですので、やはり当事者の思

いは様々で、自施設の関係が深かった職員だからこそ語

れないこともある、だからこそ語れることもある、関係

のない独立したアフターケア機関のほうが話しやすかっ

たという声もあれば、逆もあるということです。 

つまり、相談支援というのを多様な場で考えていく、

その選択肢というのが地方によってはかなり限られてい

るということです。 

そういう意味で、東京都はかなり充実しているほうだ

と思いますが、それでも子ども自身が繋がれずに、職員

しか関係性がなくて、お世話になった職員だからこそ頑

張っている時にしか声をかけられなかったという当事者

の声が、非常に私自身印象に残っていて、支援の拠点の

多様性ということの必要性を感じた次第です。 

 

藤井： 

ありがとうございます、上鹿渡先生は如何でしょうか。 

 

上鹿渡： 

これも先ほどまでの話とも被りますが、社会的養護か

らの自立を支援している方々から最近出ている話ですけ

れども、社会的養護の中にいなかった、一次保護された

けれど家に戻ってそのままそこでなんとか暮らし続けて

いた方々が自立する時の課題も同時に見えています。こ

れも含めたところで、子どもを中心とした支援をどう考

えていくのか、社会的養護に入る、入らないに関わらず、

そこをしっかりフォローできるような体制をしっかり作

っていく必要があると強く思います。 

 

藤井： 

ありがとうございます、相澤先生、何か補足はありま

すか？ 

 

相澤： 

基本的に、社会的養護を出て自立する子どもたちは、

支援をどう受けていいか、それすら分からない子どもた

ちが非常に多いです。 

どうやったら支援を受けていいのかということすらも、

今まで適切な支援を受けてきたことが分かっていないの

で、どんなふうに支援を受けたらいいのか、こうした課

題からきちんと当事者の人たちの声を聞きながら取り組

み、支援に繋がるような方法について検討していくとい

うことが極めて重要です。先ほど林先生が言ったように、

多様なアクセスビリティを考えていくということが重要

だと思っています。 

 
 

山縣： 

1分だけ割り込んでいいですか。 

ここも社会的養護の関係者から批判されることも覚悟

の上で、ちょっと変わったことを言いたいのですが、自

立支援について、今 22歳まで色々な制度で延長できるよ

うになっていますが、現場の方々の声を聞くと、やはり

もっと必要だ、もっと延長すべきだという声が出てきま

す。 

それを私は、現実はそうだと思いつつも、いつまで社

会的養護が抱えていくんだというふうになった時に、私

はむしろ子ども・若者支援法の中に早めに行ける人たち

は行ったほうがいいのではないかと思います。 

福祉の人は非常に優しくて、抱え込み型で、本当に優

しいんです。 

子ども・若者支援のところにきたら、NPOさんとかは

意外と対等性が高かったりする団体が出てきて、そうい

う子どもの自立に向けて、少し枠組みの違うところ、そ

れが生活困窮とか色々なところに全部繋がっていくと思

っていますので、就労支援なども福祉法人よりは得意と
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しているところがありますから、そこの子ども・若者支

援法との繋ぎをもう少し我々は意識したほうがいいのか

なと思います。 

 
 

藤井： 

ありがとうございます、確かに我が家からも何人か自

立しているわけですが、自立する時に大人の支援のほう

とどういうふうに繋げていったらいいかというのは、私

どもも悩むところですし、なかなか児童相談所もそちら

に向けて動いてくれないようなところもあり、悩ましい

のですが、そこをきちんと繋げるような施策も必要では

ないかと思います。 

 

相澤： 

そうは言っても、繋げるだけの材料が、資源が非常に

不足するのも間違いないです。 

それだけは言っておきたいと思います。 

 

藤井： 

そこもおっしゃる通りだと思います。 

まさに資源、支援者を育てていくための仕組みという

のも考えなくてはならないと思います。 

それでは最後にもうひとつだけ、来年の児童福祉法改

正に向けて、本日のシンポジウムのテーマからすると、

最も重要な論点のひとつというのは、今日お聞きしたよ

うな里親家庭も含めた家庭支援の様々な取り組みがどう

やったら全国に普及していくのかということではないか

と思います。 

私も現場で里親をしていますが、全国的に見るとこう

いう素晴らしい実践が色々存在するとお聞きしても、率

直に申し上げて、ただ羨ましくて、まるで別の国のこと

のようで、うちの地元の子どもたちには、率直に言って

全く何の恩恵もないのです。 

地域地域でこうした支援体制を作っていくためには、

基本的にはそれぞれの地域、それぞれの地元で誰かが中

心になって汗をかかなくてはならないわけで、今日の事

例発表の皆さんは、皆さん本当にそれぞれに苦労してや

ってこられて、ようやく今日に至っているわけで、それ

は地元での努力というのが何よりも大事なのですが、一

方でなかなかこうした今日お集まりの方々のような地域

のリーダーが現れてこない、或いは現れようとしても動

かないような方々の力のほうがまだまだ強くて、前に出

られないとか、そういう地域が現実にはたくさんあるわ

けです。 

そういう地域にも、なんとかこうした先進的な支援、

或いは先進的とまでいかなくても標準的な支援を普及し

ていけないか、これは地方分権体制のもとで国の社会保

障行政が長年抱えてきた大きな課題でもあります。 

この社会的養護の世界で言えば、社会的養育の新ビジ

ョン以降国も色々な取り組みをされてきています。 

国としての目標数値を定めたり、或いは計画の策定を

自治体に依頼したり、そういう手法は医療でも、介護、

障害でもよく行われてきたわけですが、しかしそれだけ

では現実問題としてなかなか難しいし、社会的養護の世

界でもそうした努力だけで、ではビジョン以降里親委託

率がガンと上がったかというと、現実は厳しいです。 

一方で、1 月の FLEC フォーラムでも私は申し上げま

したが、高齢者介護とか障害福祉については、厚労省の

介護保険制度とか障害者総合支援法という新しい制度を

作って、民間の事業について国も自治体も法律上の義務

として、あらかじめ決めた財政負担をしなければならな

いという制度、これを義務的経費ないし義務的経費によ

る制度と言っていますが、制度化をしてきたわけです。 

1 月の FLEC に参加された方の中にはご記憶の方もい

らっしゃるかと思いますが、こういう提案をさせていた

だいていて、この提案は社会的養護におけるソーシャル

ワーク系サービスの拡充、或いは施設の多機能化という

文脈で、児童相談所と民間機関の役割分担の見直しとい

う大きな枠組みでの提案ですが、しかし手法としては介

護保険とか障害者総合支援法と同じように、民間の皆さ

んの実践に対して義務的経費における安定的な財政措置

を講じることで、全国各地に支援を担う民間機関を育て

ていく、それによって職員の処遇を改善して、この分野
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に携わる志ある人材を増やしていく。 

児童相談所とか市町村については、なかなか国のほう

から職員の処遇改善とか人員増に誘導するということが

難しいのですが、民間に対しては公的な資金を分厚く投

入することによってそれができるのではないか、少なく

ともこれまで介護も障害もそれをやってきて、FLECでの

提案は社会的養護のソーシャルワーク系事業でもそれを

やろうよという提案なのですが、そういう意味ではこの1

月の FLEC での提案も、今日の議論と全く同じ方向を向

いているのではないかというふうに改めて思います。 

これはひとつの提案ですが、こうした国の財政論とか、

或いは社会保障のシステム論とか、こういうやり方に限

らず他にも色々な施策があるのではないかと思いますが、

先生方改めて、どんな施策を講じたら今日ご発表いただ

いたような先進的な取り組み、或いはそこまでいかなく

ても標準的な取り組みが全国に広がっていくのか、広げ

ていけるのか、そういう視点から最後にご意見をいただ

ければありがたいです。 

 

 

 
 

 

 
 

 
上鹿渡： 

2016年児童福祉法改正で、代替養育の優先順位としてま

ずは実親のもとで、次が里親、家庭養護で、3 つ目とし

て小規模な施設ということになったのですが、義務的経

費で安定的に実践されているのが 3 番目の施設のみで、

それに優先されるべき 1、2番目は今もまだ不安定なまま

であることに改めて気づきました。いつまでもこのまま

ではないと思います。 

より優先されるべき対応の財政的安定が担保されない

状態がこの後何十年も続くはずはないので、とにかく義

務的経費化されることは間違いないかなと思いながら、

もしそうであれば、できるだけ早くそれを実現していた

だいて、1 人でも多くの子どもの状況を改善できたらと

思います。 

今回皆さんから提示された、自分たちで工夫してなん

とか実践した末に出てきたご意見を見ると、この義務的

経費化と、人材面での課題が共通していたことですので、

これをどうやって解決するかということだと思います。

ただこれさえあれば、どこの地域でも同じようなことが

起こるかというと、そうではないと思います。それぞれ

の地域で誰かがそうしたいと思っても、個々の職員だけ

ではできなくて、実は組織全体として、その施設長、管

理者がそういう方向にいこうと思って組織を変えるとか、

組織が地域の中で児相との連携を変えるなどが必要です。
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1 人だけが変わっても実現できないでしょうし、その施

設だけが変わっても無理でしょう。児相や本庁の方々の

考え方も変わって皆で同じ方向に動き出すことが大事で

す。 

以上です、ありがとうございます。 

 

藤井： 

相澤先生、よろしいですか。 

 

相澤： 

皆さん先駆的な取り組みをしている人たちが言ってい

ることは、やはり義務的経費化ですね。 

安定的に事業が運営できる、そういうことがやはり極

めて重要だと思いますし、それは当然進めていただきた

いと思います。 

例えば今回厚労省が、市町村と連携して、地域におけ

る要支援家庭への一時的な入所とか通所をする家庭支援

事業みたいなものが、施設機能強化推進費の加算で新し

く事業化しましたが、措置費の中できちんと事業を展開

できるような、そういう事業を新たに創設していただく

ととても良いと思います。 

メニューを増やしてほしいし、先駆的な事業をやりや

すくするような、対象を広くし柔軟に運用できる事業化

をしていただくと、恐らく民間機関のインセンティブに

なると思いますので、そういう取り組みを是非進めてい

ただけたらと思っておりました。 

 

藤井： 

林先生よろしいですか。 

 

林： 

コミュニティミニマムとしての社会的養育体制という

副題を掲げさせていただいたのですが、コミュニティミ

ニマムとして、標準パッケージとして、ある程度サービ

スの実施の義務化ということも伴わないといけないので

はないかということがひとつです。 

ただそうしたトップダウン式のやり方というのは、地

域の特性もあるわけで、ボトムアップ的な考え方も必要

だと思います。 

地域の特性を踏まえて、創造的サービス事業という、

後追い的に経費をつけていくという考え方です。 

やはり、養育を担うのが、有給のフルタイムの支援者

だけではとてもじゃないけどやっていけないと思います。 

如何に市民参画型の実施を促していくかという視点で

す。 

それはやはり社会で育てていくという意識の醸成にも

結びつくかと思います。 

そういう意味で、トップダウンとボトムアップとのバ

ランスも非常に大事だと思います。 

 

藤井： 

ありがとうございました。 

それではここまでの意見を踏まえまして、山縣先生如

何でしょうか。 

専門委員会の座長というお立場で、なかなか今の時期

言いにくいことが多いかもしれませんが、先日の専門委

員会のような資格の議論などもなかなか大変だし、もち

ろん大事だとは思います。こうした人材の確保も含めた

社会的な資源分配の議論というのも重要だと思いますが、

それに限らず全体的なコメントをいただければありがた

いです。 

 

山縣： 

資源分配的な話を中心に、人材の話はまたネット等で、

どういう議論が進んでいるかは公開されていますので、

お目通しをいただくとして、今日の話の中で改めて思い

ましたが、ハイリスクを特徴とする児童相談所から、ポ

ピュレーションを特徴とする市町村、その時の代表格的

なものが子育て世代包括支援センターとか、子ども家庭

支援総合拠点というものになっているわけですが、もう

ひとつ更に住民に近いところで言うと、私は保育所とか

認定こども園、市町村が管轄している子どもに非常に近

い制度としての保育所、認定こども園、ここに、学校に

スクールソーシャルワーカーが一部配置できるようにな

っているように、保育所においても保育ソーシャルワー

カー、或いは子育て支援ソーシャルワーカー、言葉はど

うでもいいですが、要は保育所に来ている子どもだけで

はなくて、地域の親子を見るような仕掛けを将来的には
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考えていく、そのことが専門職の拡充にも繋がっていく

のではないかと思います。 

もう 1点ですが、今日の話に出てこなかったのですが、

実は公的な制度を利用するのが嫌な人たちというのがい

らっしゃいます。 

妊娠の届け出をしないとか、それがコウノトリのゆり

かごの利用に繋がったり、ゼロ日死亡の、自宅出産、死

亡というところに繋がっているのです。 

妊娠の届け出をしなければ、市町村から見たら存在が

ないということです。 

ここをカバーしているのが色々な民間団体の一部では

ないかと思っていまして、代表的なのが慈恵病院さんで

す。 

そういうものも、色々と批判もありますし、私も色々

な意見は持っていますが、でも認めないといけない時に、

制度化してお金をつけるだけではなく、公的制度以外の

ところの民間の事業の買い上げとか、助成とか、それを

良いものであるならば制度化していくような、福祉の古

い考え方で繰り出し梯子の理論というのがありますが、

公が安定したものを作り、民が繰り出し梯子の次の階段

を作り、そこをまた公が吸収していくという、そういう

形で、予算が多かった時代は公が開発するということに

なっていましたが、今予算がなくなってきた時に、民が

開発をしてそれを公が吸収するむぎのこさんのような取

り組みを、里親村的な障害のある子を育てた親だから、

逆に障害の子どもの里親をやりやすいというような言葉

を聞く時に、正直こういうものは私たちの発想の中にあ

まりなかったので、そういうところを是非長期的には考

えてもいいのかなと、感想として思いました。 

 

藤井： 

それでは最後に中野課長、全体を通じてのコメントと、

できれば制度改正に向けての決意などをお伺いできれば

ありがたいと思います。 

 

中野： 

本日は貴重なディスカッションをお聞きして大変勉強

になりました、ありがとうございました。 

 

制度化の関係で色々ご意見をいただきまして、これは

前回のフォーラムの時もお話をいただいたと思いますが、

今藤井さんがコメントされておられましたが、例えば介

護保険法とか障害者自立支援法、今は総合支援法になっ

ていますが、これらは、地域のニーズに合った仕組みを

制度化するという歩みをたどってきたわけです。 

まさに今、山縣先生がおっしゃった通り、地域で先駆

的な事業を行っていただいている取組を行政が学ばせて

いただき、制度化をして、それで普及をするという歴史

をたどってきました。 

ただ、これは諸刃の剣のようなところがありまして、

例えば宅老所といった先進事例を、これは優れた取り組

みだということで、介護保険の世界で小規模多機能型居

宅会議という制度化をした、あるいは、障害者総合支援

法の重度障害者の支援の制度なども、現場の先進的な事

業というのを学んで制度の中に取り込みましたが、制度

の中に取り込むと、当然ながら税金を使うわけですから、

あれダメ、これダメ、基準がこうで、何人置けというう

るさく言うようになり、いわゆる標準化をせざるを得な

くなってしまいます。 

そうすると、当初の理念から外れたものになってエッ

ジのたった取組とは違ったものになってしまう、比喩的

な表現をすると、70点のものを大量生産するようになっ

てしまう傾向もあります。 

気をつけないといけないのはその点で、例えば先ほど

の大分の「和」の方の発表を聞いていますと、ニーズが

あるにも関わらず在宅支援の支援がないところを、児家

センの事業を上手く「活用」（転用？）して活動されて

いるわけです。 

児家セン協議会の橋本会長も、あらかじめ、「こうい

うニーズに対応する」という在宅支援の必要性を見越し

て、例えば施設の中に将来そうしたニーズに対応できる

場所を用意して、実際、ニーズが発生したときには機動

的に活動しておられるわけです。 

やはり先ほどの議論にもありましたが、（地域のニー

ズに対応できる）人材の育成、「人づくり」とセットで

やらないと制度化というのは上手くいかないのではない

かというのが危惧されるところで、そういうところも気

をつけて制度化を検討したいと思います。 
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属人的で、あまりに運用が難しい制度にしてしまうと

全国に普及しないというところがありますので、制度化

に当たって、そうした「塩梅」がなかなか難しいところ

で、前回奥山先生からも指摘されたところですが、より

多くの人が実践できるような形で標準化をして、尚且つ

先駆的な取り組みをされている人の理念や狙いが上手く

広がる、一般化できるような、そういう制度化をすると

いうことが必要なのではないかと思います。 

最後に、義務的経費化の話については、今の私の立場

ではなかなか今の時点でコメントするのは難しいところ

ではありますが、1 点、つい最近閣議決定された、「経

済財政運営と改革の基本方針」、これはいわゆる「骨太

の方針」と言われているもので、国の基本的な方針を示

すものですが、今年はこの分野はかなり盛り込んでおり

ますので、こちらをご紹介したいと思います。 

例えば子どもの権利擁護の話も明記されていますし、

先ほどから議論になっているフォスタリングの話も含め

て、フォスタリング部分を読み上げますと、「積極的な

取り組みを評価するなど、実効性のある里親支援の在り

方の検討を含む家庭養育優先の徹底」、また、ケアリー

バーの話ですが、「措置解除者に対する支援の在り方等」

について、検討に基づき必要な措置を講ずる」と明記さ

れています。それから未就園児の効果的な把握や、母子

保健等児童福祉のマネジメント体制、これはまさに佐藤

まゆみ先生に先ほどご指摘いただいた点で、ネウボラ（包

括支援センター）と市町村の総合支援拠点が連携できて

いないということでしたが、「マネジメントの再整理」

ついても明記されています。 

それから市町村だけでなく「児家セン」という言葉が

骨太の方針に入っていて、「児家センなどによる在宅支

援の推進などについても検討し、所要の措置を講じる」

と明記されています。こうした骨太の方針というのは、

経済政策も含めて政府全体の今後の政策の方向性を決め

る重要な方針ですが、これまで述べたような方針が閣議

決定され、今後、政府として取り組んでいく方向が示さ

れているとご理解いただければと思います。 

その上で、次期児童福祉法改正を視野に、山縣先生の

ご指導のもと社会的養育専門委員会などで、皆さんのご

意見を伺いながら、今年の年末に向けてご議論いただい

て具体化し、結論を得ることになると思いますので、引

き続き皆さんのご指導をいただきながら、しっかり取り

組んでいきたいと思います。 

以上です、ありがとうございました。 

 

藤井： 

ありがとうございます。義務的経費も諸刃の剣だとい

うところも確かにあって、正直私も障害報酬なり、或い

は障害の各事業の基準などを考える時に、ちょっとあれ

はやりすぎだったなというような、そういう反省も結構

あります。 

ただそこは介護にしても障害にしても、手法全体とし

ては色々な知見が蓄積されてきているところだと思いま

すので、標準的な世界を義務的経費で措置するのであれ

ば、更にそれよりも先進的にいくところは例えば加算で

見るとか、或いはそこは切り離して別の、障害で言えば

地域生活支援事業のような法定の補助金にするとか、何

かそういう住みわけのような議論もあっていいのかなと

思います。 

諸々も含めて是非ご検討いただければと思います。 

本日は、社会的養護と家庭支援を繋ぐというテーマで

したが、皆さんの色々なプレゼンテーション、或いはご

意見をお伺いしていますと、やはり各地域の支援の量と

か質というのが、財政的にも人材的にもまだまだ圧倒的

に足りないというところが、この世界の一番根本的な課

題なのかなと改めて思います。 

在宅措置ももちろんですが、フォスタリング機関にし

ても、自立支援とかアフターケアにしても、或いは社会

的養護の子どもたちに対するアセスメントとかケアマネ

ジメントという、佐藤先生もご指摘いただいた、支援の

ごく基本的な部分についても、圧倒的に人材も財源も足

りないというのは全く同じ条件にあるわけですから、是

非制度改正の機会があるのであれば、できるだけ幅広い

範囲で体制整備をご検討いただければありがたいと思い

ます。 

少し時間が超過しましたが、ディスカッションをこれ

で終了します。 

登壇者の皆さん、本当にありがとうございました。 

また、最後までご清聴いただきました参加者の皆さん
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も本当にありがとうございました。 

こんなに多くの方々に参加していただいて、私ども心

からお礼を申し上げる次第です。 
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閉会の挨拶 

 

潮谷 義子 
（共同代表／社会福祉法人 慈愛園 理事長、 

前熊本県知事） 
 

 

 
皆様お疲れ様でした。 

今日は密度の濃いお話をお伺いしました。今後改正児

童福祉法の検討において、社会的養護を論じているわけ

です。中野課長も先ほど少しお触れくださいましたが、

是非今後、アドボケイトをしっかりと考えていき、この

観点を忘れてはならないと思います。 

今後私たちもこのアドボケイトの問題を意識しつつ、

次回のシンポジウムに繋げて参りたいと考えているとこ

ろでございます。 

本当にたくさんの時間と労力、また高い見地からのお

話を頂戴しましたことに重ねてお礼を申し上げまして、

閉会とさせていただきます。 

ありがとうございます。 
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アンケート 
参加人数：348名（登壇者、招待、事務局等含む） 一般参加者 287名 

アンケート回答数：81名 

 

 

１．フォーラムの全体的な満足度 
 

フォーラム全体の満足度について、「満足」が 58％、「やや満足」が 36％、「どちらともいえ

ない」が５％、「やや不満」が１％、「不満」が０％でした。「満足」と「やや満足」を合わせる

と、94％でした。 
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２．参加者の年齢区分 

～19歳以下は０％、20～29歳は６％、30～39歳は9％、40～49歳は35％、50～59歳は28％、

60～69歳は 17％、70歳以上は５％でした。 

 
 

 

３．参加者の所属 ※複数回答可 
子どもの社会的養護に関わる色々な関係者にご参加いただきました。多い順に、児童養護施設、

児童家庭支援センター、乳児院、学会・研究者、行政機関、フォスタリング機関、里親、母子生活

支援施設、ファミリーホームの順でした。 
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４．参加目的 ※複数回答可 

 

 
 

 

5．フォーラムを知った経緯 ※複数回答可 
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６．特に興味深かった内容  

 
・ 事例発表では、先進的な活動が知れて良かった。日々の業務で取り入れられないか検討したい。 

・ 保育所での実践例 

・ 「家庭をひらく、家庭をつなげる」 

・ 社会的養育、家庭支援と市民参画 

・ 民間機関によるフォスタリング機能 

・ 児家セン和の実践、第三の居場所 

・ 里親制度は基本、県の事業だが、地域の資源を知るには限界があるため、市町村とも共有が必要。 

・ 各地の実践的な取組みの内容は参考になりました。 

・ 今後の社会的養護の施策のあり方として、里親委託措置を市町村に移すという山縣先生の意見には将来

的な展開からも期待できる方向性ではないかと思いました。また、里親委託が進まないことの背景には、

林先生のコメントのような「養育観」の共有がなされていないことも大きいと思います。社会的養護と

家庭養育を繋ぐ場合は、そのことについても諦めずに議論し続けることも必要だと思います。 

・ 古屋先生の「やわらぎ」の活動内容が、職場(児童家庭支援センター)にとって参考になります。 

・ 義務的経費などの財政的な根拠や先駆的事例を制度化することの難しさも興味深かったです。 

・ 社会福祉法人尾道市社会福祉協議会の取り組み 

・ 麦の子会の実践。制度がなくても目の前のニーズに支援を合わせていく、その実際のプロセスがもっと

知りたい。 

・ 麦の子会の包括的な取り組み 

・ 林先生の子どもを育てる場所の価値観を変えていくという話 

・ 児家センの義務予算化 

・ 制度を分断しない「むぎのこ」の取り組みや、石川県のマイ保育園・マイ幼稚園登録など先進的な取り

組みが、様々な子育て支援と「相談できる」意識改革へとつながると期待できた。 

・ ディスカッションのところ。藤井先生の上手なコーディネートもあって、シンポジストの方や助言者の

方の意見が噛み合って、すごく参考になりました。 

・ とくに現場からの実践報告が興味深かったです。 

・ 麦の子会、石川県のマイ保育所、マイ幼稚園事業 

・ 児家センの活動 

・ 全体を通じて興味深い内容でした。ありがとうございました。特に、佐藤まゆみ先生の調査研究は、こ

れこそ「エビデンスに基づく検討」につながると思いました。また事例発表の皆様の取り組みや、林先

生や中野課長が言われたように、支援対象者のニーズに沿って新たなサービスを工夫して創設している

取り組みを制度化するトムアップ型支援と、トップダウン型の平準化したサービスの両方だと思います。 

・ 上鹿渡先生のご意見 
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・ 特に事例発表に対するまとめ、意見がわかりやすく共感や再認識しやすかった。 

・ 地域内の多職種が連携していくための具体的な方法 

・ 義務的経費化について 

・ 第三の居場所事業について 

・ むぎのこさんの取り組みです 

・ 山縣先生の「公的なサービスを利用しない人がいる、制度にお金をつけるだけではなく、民間の介入も

必要」という視点が印象に残りました。 

・ 柏女先生の基調講演がわかりやすくためになりました。実践活動の紹介も刺激になりました。 

・ 全体的に興味深かったですが、家庭支援としての社協の取り組みが「保育」としての取り組みではなく、

居場所としての取り組みであるということを明確にしていたのに関心を惹きました。 

・ キーアセットの「里親になってよかった」のポジティブ経験を里親とSWが共有できるようにする。（「歌

う魚屋」の動画を見てください）マイ保育園登録子育て支援プラン。子ども第三の居場所。 

・ 「子ども第三の居場所事業」_山田克芳（尾道）さんのご講演 

・ 児家センやフォスタリング事業のように、制度ができる前に先駆的に取り組んでいる事業が制度化され

ても、都道府県の担当者の理解が無ければ財政的に安定しない状況を改善しない限り、これらの事業に

積極的に参入することはない。様々な取り組みを知り、課題が良く理解できた。すべての取り組みが興

味深かった。 

・ 社会的養護と家庭支援との連携の考え方、今後の方向性 

・ 様々な形の社会的養護があること 

・ 児童発達支援センターの方々のお話がとても勉強になりました。 

・ 全国で様々な取り組みがされていますが、そのことを法律や予算にどのように結び付けていくのか具体

的な意見交換をしていたので興味深かったです。 

・ 児童家庭支援センター和の発表、ディスカッション 

・ 田村大臣への要望書 

・ 自分の立場上から古屋先生、傘先生、渡邊先生、佐藤先生の事例発表。 

・ 人員と金銭的に充実していればより良い支援ができる 

・ 児童家庭支援センター「和」の宿泊支援 

・ 事例③、④ 

・ 社会的養護につなげることだけでなく、解除された後、出口支援が必要だと実感した。 

・ 児童福祉法改正に向けての提言、麦の子会の取り組み 

・ 同業者として児家セン「和」様からの話題提供 

・ ディスカッションが良かったです。 

・ 児童家庭支援センター 

・ 「麦の子会」の取り組みについて。 

・ 民間機関によるフォスタリング機能について、キーアセットからの発表 
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・ 事例①義務的経費と裁量的経費、それに対する中野課長の「諸刃の剣」の言葉。 

・ 施設入所になる前のハイリスクケースへの支援とその財源確保のための今後の評価について。美談では

なく、どう財源確保し今後に活かしていくのか関心を持った。 

・ 児童家庭支援センター和の取り組みと、シンポジウムがとても興味深かったです 

・ 事例発表における先進実践の事例が大変参考になりました。 

・ 児家センの事例 

・ 児童家庭支援センター和の活動内容及び同職種に見られる課題点について 

・ 里親制度について 

・ 乳児園、児童発達サンター、等々の実例報告 

・ 事例発表。特にマイ保育園の登録システムは継続的な支援に繋がるので、他地域でも導入を検討して頂

きたいと思いました。 

・ 各実践例が興味深かったです。 

・ 児童養護施設中心ではなく児家セン中心に考える視点 

・ 横断的な制度の活用、ケアマネジメント、ソーシャルワークの必要性について 

・ 子どもの居場所のあり方について 

・ 上鹿渡先生から紹介された当事者（子ども）の言葉 

・ アドボケイト、乳幼児向けソーシャルワーカーが必要 

・ 登壇・発表されたどの内容も大変興味深く勉強になりました。 

・ ディスカッションでの「当事者参画とアドボケイト（海外）」（林浩康先生）のお話が興味深かったで

す。ディスカッションでは、個々の先生方の率直なご意見をうかがうことができ、大変有意義でした。 

・ 事例発表①と 上鹿渡教授のお話 

・ ディスカッションでの制度改正論議 

・ 尾道市社協山田先生の家庭支援としての「第3の居場所事業」 

・ 里親の役割等についての考え方 

・ 講師陣のディスカッション、忌憚ないご意見がきけてとても興味深かった。ZOOM開催である分、登壇

者数を問わずに話がきける良さも感じました。 

・ 様々な事例 

・ 有識者の方々の感想 

・ 事例報告 児童発達支援センター 保育所の家庭支援 
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７．今後の児童福祉法改正について、どのような方向に制度改正が進めばよ

いか。 
 
・ 乳幼児総合支援センターなどの設置について 

・ 保育所等においてもソーシャルワーカーを配置し、家庭支援を専門的に実践できるような方向性が望ま

しいと考えます。 

・ 虐待予防の視点が含まれ、かつ家庭支援の予算的措置が明確になるような改正法 

・ 在宅支援における義務的経費化 

・ 制度改正の趣旨や背景を、県や市町村の職員にもわかるように国は研修等を徹底して欲しい。厚労省の

施策が地域にそったものでも、地域におりる時には、その趣旨が歪んでしまい、行政は地域の支援者の

取り組みを理解できていない。 

・ 児童福祉法の役割が度重なる改正の中で見えなくなってきていますが、子どもの福祉の向上に資すると

いう大きな理念を壊さずに、家庭の形に左右されない、経済的状況に左右されない子どもの育ちを社会

が守るという理念が残ればよいと思います。個別の法律が次々に策定されていくため、重複する部分も

出てくると思いますが、児童福祉法は細かい事業の運用について網羅するようなものでなく、統合法的

に子どもの福祉、ウエルビーイングのゴール（目標）掲げるものとして残っていって欲しいと思います。 

・ （制度の枠内で活動するだけでなく、）子ども・保護者のニーズから社会資源をつなぐ考えを持つソー

シャルワーカーをどう増やすか、財政的にも資格付与の点でも議論を深めてほしいです。 

・ 子どもが子どもらしく生きる権利を明確になればより良いと思います。 

・ 「施設否定」わからなくない現状がありますが、大きな原因は、お金と人の不足です。本当に子どもた

ちのためのよい支援をするためには、児童養護施設の配置職員数は倍は必要です。また、親権が邪魔す

ることが多いです。本当に子ども主体の支援ができるような法的権限を整えてほしいです。 

・ 子ども支援を包括的にといいつつも、児童分野の中だけで解決しようとしている印象である。それは児

童福祉関係の既存の資源としか結びつかず、結果、自身でのサービス開発となり負担感が増す。地域の

社会資源をもっと活用しともに資源をつくるよう地域の関係者との連携協働していくことが児童分野に

は求められるのではないか。それによって養育の価値観の変化も生まれてくることにつながるのでは。

子どもへの直接支援とともに、家族支援をさらに強めること、山縣先生が発言されたように子ども支援

についても他法の活用などを考えるべきでは。 

・ 課題は支援につながらない層でもあるのでアウトリーチの視点も重要。 

・ 先駆的な取り組みを制度化して普及することについて、生活困窮者自立支援制度の創設にあたっては、

目の前のニーズに対応してきた現場の先駆的実践を、各地域の実態にそったかたちで継続できるように

制度設計がされている。児童の分野においては特にドラスティックな制度改正をしなければ、今の時代

のニーズに対応できないと考える。 
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・ 支援の対象になる子どもや養育者のためになることはもちろん、支援者の生活(時間や収入、心身の健康)

の保障もされるよう制度を変えていただきたいです。 

・ フォーラムでも議論されていたように、現場での先進的な取り組みが制度化されていくような仕組みと

体制づくりは不可欠と感じるが、そこに様々な制約がかかることで本来の目的がぶれないよう、関わる

もの同士が意識を共有していきたい。 

・ 以前ショートステイに関わっていた時も、必要性は痛感しても、人の手配に本当に苦労した。里親さん

の活用も考えるが、コーディネートを専門にする人がいないと、できないことだと思う。地域の中のコ

ーディネート役を位置付けて(人件費的に)欲しい。 

・ 児相にかたよりがちな相談支援を身近な地域に拠点を移すこと。 

・ 「援対象者のニーズに沿って新たなサービスを工夫して創設している取り組みを制度化するボトムアッ

プ型支援と、トップダウン型の平準化したサービスのバランス」については、発達や障害でも、定型に

はまらない場合には個別性が大きいため、それぞれに合う支援になるようにセミオーダー型に支援を作

れる柔軟さのある仕組みが必要だと思います。社会的養護も家庭支援も、いずれも子育てに支援が必要

な家庭に対する支援の仕組みづくりと理解しています。「ポピュレーション」と「ハイリスク」という

用語では、その狭間が生まれるのではないでしょうか。ハイリスク群にカウントされたくないという心

理が必要な支援から養育者を遠ざけるのだと思います。相澤先生が述べられた支援の必要量の「スペク

トラム」を表現することで、繋がりができるのではないでしょうか。市町村の認識も変化するのではな

いかと考えます。虐待が親子関係の葛藤であったり、社会のストレスの影響があったり、複合的な要因

から生じる状態と考えられています。各子育て家庭の生活の変化において、それらの要因の変化によっ

て、不適切な養育はどのような子育て家庭にも起こりうると考えられています。そのため、むぎのこ会

さんの取り組みを伺い、不適切な養育、虐待を指摘されたことがきっかけになっても、それを受け止め

て、それを超えて、共に生きる社会を想定する（ビジョンとする）ことが必要だと思いました。それが

実現した社会を想定したとき、子育て家庭で子どもはどのような状態にあり、養育者はどのような状態

にあるのでしょうか。不適切さを明確化する以上に、多様性を認める社会において、健全な家庭を明確

化することは難しいように思います。しかし、私たちはポジティブな目的に向かって支援していくこと

が必要だと思います。「私たちの選択だ、介入しないでほしい」という言葉にたじろぐことなく対話し

ていくことが可能となるためには、実践者による研究の場が必要ではないかと考えます。「エビデンス

に基づく」というところのエビデンスは、実践者の取り組みから得られるものも重要であるはずです。

現状ではその余裕がありません。実践者に研究を可能とする時間的余裕とその評価（研究をしている時

間は働いていないのではなく重要な労働だという認識）を取り入れていただきたいです。（もちろん、

研究成果についての吟味も必要だと思います。） 

・ 今回の研修で何度も聞いた「制度を超えたサービス自体の連携」は本当に望むところです。 

・ 在宅でできる家庭支援の充実と予算的な裏付け 

・ 親権について。状況に応じて親権の垣根の高さを低く出来ればいいと思います。 
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・ 義務的経費にするだけで解決するのではなく、制度からこぼれ落ちる人にこそ行き届くサービスを考え

ないといけないと思う。 

・ 司法とのかかわりの強化。 

・ 子どもの意見が尊重され、社会的養育における社会資源の役割が明確に示されること（例えば、施設養

護の高機能化・多機能化として、具体的に何が求められるかなど）を望みます。 

・ 山縣先生がおっしゃった「社会的養護も市町村で責任を持って行う必要がある」に大賛成。 

・ 地域での親子支援の充実で、子どもたちが実親家庭等で安心して暮らせるようになればいい。 

・ 社会的養護と在宅支援の連携について、「地域」をキーワードとした方向に進むことに期待します。 

・ 様々な選択肢の全てに対しての手厚い報酬 

・ 職員数の増加や人材育成、地域あった事業展開に予算がつくと良いと感じました。 

・ 医療・福祉・教育の真の連携。国・県・市町村ともあいかわらずの縦割り行政になっていることから機

能しきれていない部分が多々ある。ぜひ子ども庁を創設して、子どもに関することはすべてそこで専門

職が回せるようにするべき。 

・ 支援可能な職員等の人的配置の拡充 

・ 制度改正がどのように変わっても子どもたちが安心して暮らせるようになれば良いと感じました。 

・ 地域での子ども家庭支援の充実を目指しての法人改革、制度改革が必要と思います。 

・ 社会全体で子育てすることが明確・明文化され、家庭や保護者への介入が行政でなくてももっとしやす

くなれば…と思います。 

・ 世の中が複雑化し、社会的な問題の解決がこれまでよりも難しくなってきていると思います。里子や里

親が法的な問題を抱えて困ったときに、弁護士さんなどから助言を受けいれ体制を、制度としてもっと

保証できないものかと思います。法テラスの社会的養護版のような。 

・ 専門的な人材の確保や予算面での言及がなされると良いと思います。 

・ 構造改革の必要性で提言されているとおりだと思います。 

・ 看護業界が人材確保の為に行っている看護必要度、訪問介護の支援の点数化等、児童福祉の分野が発展

する為には具体的な評価材料が必要だと思う。それを作れば自ずと予算がつき、必要な支援が続けられ

るサイクルができると思う。 

・ 施設がしっかり社会的養育を担うことができるよう財政面、制度面を整えていただきたいと思います。 

・ 児童家庭支援センターの義務的経費化 

・ より他職種連携を図り、対応機関同士の協力の下、児相・市役所の業務をより専門化する 

・ より自治体に密着して支援が行えるような制度の仕組み 

・ 根本的に、社会的養護児童を増やさない為にも、まずは学童期から親になる為の知識を学ぶ機会を増や

さなければいけないと感じています。 

・ 市町村と民間機関との連携強化（現在の制度の狭間にある子どもの把握ができ、サポートできるように） 

・ 学校や認定こども園の児童福祉法上の再位置づけ。所属のない児童の対応をすべて福祉領域が担い、福

祉に繋がれた先で教育（＝文科省）プロパーの関わりがないことが見受けられる。実際、課題のある子



 

108 

  

緊急シンポジウム報告書 

アンケート 

どもの対応は、教員がせずに SSW がやる学校が増えている。それがいけない訳ではないが、教員が福

祉をやらなくなった弊害はある。学校が自分のところに来た児童にだけ教育を行う機関になれば、さら

に教育格差が進まないか懸念する。また、学童期の子どもと関わる主な国家資格は保育士。しかし、未

就学期と学童期の発達課題は全く異なる。このことにも上述の問題の一因があるように愚考する。 

・ 虐待の発生防止に有効な施策の実施 

・ 乳幼児向けソーシャルワーカーの制度化 

・ 地域社会で住民参加型の子育て支援を充実させる方向に制度改正が進めばよいと思います。それによっ

て児童相談所の負担が軽減し現在の状況が改善されることを期待しております。 

・ 社会的養護に子どもを委ねる・託す決断をされた実親が、我が子を手放したことを悔やみ自身を責め続

けるのではなく、「他者と協働する子育ての中で、当時の状況において最もよい方法を選択し、親とし

て我が子の最善の利益を守った」と思える時がくるように支援することも重要だと思いました。 

・ 在宅支援措置の創設 

・ フォスタリング機関を社会福祉法の事業にし、措置費事業にする 

・ 地域格差を感じます。先進地域の取り組みを聞けば聞くほど、わが地域では何年先の話しだろうと思っ

てしまいます。課題は見えてはいるのに現状維持に固執し、変化を起こすことを恐れるかのような空気

に包まれていることがとても歯がゆいです。変わっていくことを推奨し、結果を出すことを応援する方

向性での施策や制度改正を期待しています。 

・ 虐待ばかりではなく、家庭支援の重要性、またその連続性を明記してほしい 

・ 子どもたちや家庭の幸せのため、そのための支援体制が進むことを願います！ 

・ 子どもを主体とした関係機関の連携の円滑化 選択可能で多様なサービスの提供 
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８．子どもの社会的養護について、特に関心のあるテーマ 

 
・ 里親制度 

・ アタッチメントの問題についての取り扱いについて関心がある 

・ 里親と施設の連携 

・ ハイリスクケースが施設入所に至る前に継続的にケアされる在宅支援の確立 

・ 全国各地で皆さんが工夫して行っている事例を知りたい 

・ 里親ショートステイ 

・ 社会とのつながり、保護者と子どもそれぞれとその両方 

・ 児童家庭支援センターの機能強化と地域支援 

・ 子どものアドボケイトを大切にするという締めくくりの言葉に同意する。子どもの権利条約にいう団結

権などの行使は、そもそも教育が下地にあってこそ成り立つ。子どもをどう擁護するかと子どもの発信

力をどう身につけさせるかは不可分の問題である。全く違う領域だという認識でマクロ・ミクロ両面に

施策が進められているように見える。 

・ アドボカシーのあり方 

・ 出自を知る権利、子どもの知る権利 

・ 虐待防止 

・ 乳幼児の愛着障害 

・ 里親と実親の関係調整、里親支援、社会的養護前・後のケアを含んだ実親支援、社会的養護で成長した

子どものアイデンティティ形成 

・ ショートステイ里親 

・ 新たな措置費体系の検討状況 

・ 家庭支援と社会的養護をつなぐ具体的な活動について、取組めるものを探しています。 

・ 家庭養護 

・ フォスタリング 施設の多機能化 

・ 社会的養護下に入らなかったけれどハイリスク家庭で暮らす要支援児への支援 

・ 施設における地域拠点への取り組み～協創・協働で築く多機能化と機能強化 
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９．フォーラムの改善に向けてのご意見  
 

・ 本日のフォーラムの事例報告で、様々な機関・団体が家庭支援を始めていることを知ったが、それのど

れもが、戦後の母子寮、母子生活支援施設が内包している支援コンテンツだと改めて気づかされた。社

会的養育の領域でなぜか遅れをとる母子生活支援施設は虐待予防を担い、かつ家庭そのものを養護して

きた、親対応のプロ集団でありながら、里親支援には関われないという矛盾を持つ。ぜひ、母子生活支

援施設の在り方についてはフォーラム内で話題に取り上げていただきたい。 

・ ３先生方の話の時間を確保していただきたかったです 

・ 今回は、少し登壇者が多すぎて時間が不足気味で残念でした。また、テーマに「児童福祉法改正に向け

て」となりましたが、このシンポジウムから何か具体的な提言を出すのかと思いましたが、結論が曖昧

だったように思いました。最終的に何を改正すべきと提言するのかをもっと焦点を絞って明確に伝えて

いただけると、「緊急」の意味があって良かったと思いました。 

・ 有益な議論をうかがい、とても勉強になりました。広く多くの人に子ども、親についての関心が広まる

ことを望みます。生まれた場所や環境によって子どもが不利益にならない社会を作るためにも、フォー

ラムと一緒に考えていきたいです。 

・ 時間がない中、後半部分が早く進んでしまったので、一日開催でも良いのではないでしょうか。 

・ いつも盛りだくさんで、消化しきれないくらいですが、もっと時間があったとしても消化しきれなさは

同じだと思うので、このくらいがいいです。ただ、コロナが落ち着いたら、ぜひ以前のような交流会が

あるともっと直接お互いに情報交換ができてありがたいです。 

・ 発言者が盛りだくさんすぎる。もう少し絞って深めてほしい。 

・ 事前の資料も含め大変内容の濃い研修だったが、時間の制約もあり、私自身の理解がなかなか追いつけ

なかった。また、改めて復習したいと感じた。 

・ Zoom を利用しての開催、1月に比べてずいぶんスムーズだったように感じました。 

・ 今後も会場開催と併用していただけると参加しやすいと思います。 

・ もりだくさんすぎて、一人ひとりの発題が活かされておらず、中途半端な感じがし、もったいないと感

じました。 

・ ご報告いただいた事例から、観念的に描いていた目指すべき取り組みが、実現できないことではないこ

とがわかりました。本当に貴重なご報告を聞かせていただき、ありがとうございました。 

・ 少し時間配分が気になりました。 

・ 特に今回のフォーラムに限ったことではないが、オンラインの場合、マイクの性能により音声が不安定

で聞き取りにくいことがある。聞き取りにくくなると集中することが難しくなる。 

・ 「まとめて資料をダウンロード」がパスワードを入れてもできなかったためダウンロードに時間を要し

た 
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・ 主催側の人数をもう少し減らして（４～５組織）ディスカッションや助言の時間をもっと多くとって欲

しいと思いました。 

・ 進行（時間配分）が事前にもっと調整できたのではないかと思った。ご自身の主張の資料をプレゼンす

る時間が長く、もっとディスカッションが活発に行われると思ったので残念。 

・ オンラインの研修も良いと思いました。 

・ 地方居住のため、コロナが終わっても、オンライン参加できるようにしていただきたいです 

・ シンポジウムはテーマを決めて自由に意見を言い合う時間を多くとってほしい。多くの発表がありすぎ

て、中途半端で消化不良。 

・ １年間に１回など定期的に開催してほしいです。１年間でどこまで進んだかを確認しながら、将来を一

緒に作っていきたいです。 

・ 今回の内容はとても興味深いものばかりでしたが、やや時間が足りていない印象を受けました。発表者

をしぼるか、時間を長くとるかどちらかが良かったと思います。 

・ 幹事会に母子生活支援施設のメンバーが入っていないのが心配です。 

・ 「緊急シンポジウム」という設定は素晴らしい。子どもを取り巻く環境はまさしく一刻を争っているこ

とが伝わる。事例発表者、シンポジストはとても贅沢なメンバーでタイムリーであったが、残念だった

のはシンポジウムの時間配分。みなさんがされる中身の濃いお話をもう少し聞きたかった。これは決し

てクレームとかではなく、もっと聞きたい！もっと学びたい！備えたい！という思いの表れです。 

・ 半分程度に発表等減らし、質疑等を増やす 

・ 詰め込みすぎで、じっくりと聞きたい内容が聞けなかったのが残念でした。 

・ これからも、子どもと家庭の未来を目指して、新たな視座と提起を願っています。益々の FLEC の発展

を願っています。 

・ パネリスト同士の討論や、厚労省とパネリストの討論がもっとあったらよかった 

・ アンケート結果も公開してもらいたい 

・ 社会的養護の発展に向けて、フォーラムとして行政に提言する、あるいは、フォーラムで得た知識や見

方をそれぞれの所属団体から行政に提言するにあたって、参考にできるような内容を、これまで同様維

持していっていただきたいと思います。 

・ 多くの事例を聞かれる事は良かったが、伝えるほうとしては 15分で伝える難しさを感じました。 

・ 後半話しが駆け足だったので、もう少しきちんと聞きたかったです。 

・ これまで児童福祉の仕事に 10 年程携わり、現在は育児の為一旦退いている身です。フォーラムの内容

は非常に勉強になりましたが、最後に課題の一つとして上がっていた「どうしたらこれらの先駆的な支

援が全国に広がるか」ということに関して、1 つ提案させてください。既存のものがあれば、私の勉強

不足ですみません。今回の先駆的な活動のみならず、児童福祉の研修は素晴らしい内容がたくさんある

のに、実際にその情報を必要とするスタッフに届かない理由は①研修がある事を知らない、それくらい

日々の業務に追われている②知りたくても、今の若手はどう調べたらこの研修に辿り着くかよくわから

ない③内容をかみ砕いてくれないとわからないだと思います。その解決方法として、例えば CINIIのよ
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うなシステムはあるのでしょうか？私は元医療従事者で、医療従事者専用の医中誌やメディカルオンラ

イン等の文献検索ページが職場のパソコンにあり、そこから知りたい病名やケア等を調べられ、研修に

行く時間がなくても、スタッフは無料で(職場で月額料を払っている)様々な知識やケアのヒントを得る

ことができていました。児童福祉の更なる発展の為、時間に余裕がある人や教授レベルの人だけでなく、

現場のスタッフにこれらの生の活動報告が見られる事を期待します。 

・ 録画配信をして頂き、後日ゆっくりと拝見する事が出来ました。 

・ 今後もぜひ、参加させていただきたいです。 

・ 自説の主張が多く、討論が少なかったので、どんな言説を共同アピールとして訴えたいのかわかりづら

かった。 

・ 時間配分 

・ 里子、養子の考えを発表する場を入れてほしい 

・ 当事者の方や当事者研究の方から、当事者の「声」を届けて頂ける機会があれば幸いです。 

・ 今回のように緊急開催はありがたいです。大変勉強になりました。 

・ 盛りだくさんで時間がたりなかったかなあと思いました。 

・ YouTube視聴期間をもう少し伸ばしていただけたら有り難いです。 

・ ＦＬＥＣフｘ－ラムではいつも現状に合った視座をいただき感謝しています 

・ 今後も先導的なシンポジウムや研修会の企画運営を望みます 
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